
 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

札幌こころのセンター 

（札幌市精神保健福祉センター）  



は じ め に 

札幌こころのセンター所報（令和元年（2019 年）度）ができましたのでご高覧いただけ

れば幸いです。皆様からの率直なご意見、ご感想を賜りますよう心からお願い申し上げます。 

 

平成 31 年 4 月 1 日に政府が新元号「令和」を発表し、5 月 1 日より「令和」がはじまり

ました。上皇が譲位されて天皇陛下が即位する皇位継承は、江戸時代の光格天皇以来 202年

ぶりのことだそうです。 

令和元年度の出来事を振り返りますと、札幌市中央区で 2歳女児の死亡事案が発生（6月）。

京都アニメーション第一スタジオの放火事件（7 月）、ラグビーワールドカップ日本で初開

催（9～11 月）。札幌でもイングランド対トンガ、オーストラリア対フィジーの２試合が行

われました。消費税が 10％に引き上げられ、キャッシュレス決済に伴うポイント還元も行

われました（10月）。秋には台風による大雨や強風、河川の氾濫など甚大な被害がおきまし

た。東京オリンピック 2020 のマラソンと競歩の会場が国際オリンピック委員会で正式に決

まりました（12 月）。この時期には、東京 2020の開催を疑う人はいませんでした。 

しかし、2020（令和 2）年 1月に明らかになった中国武漢市をはじめとする肺炎と新型コ

ロナウイルス感染症（COVID－19）は、瞬く間に世界中に広がり、2 月のダイヤモンドプリ

ンセス号の船内での感染拡大も昔の出来事のように感じられます。世の中のあり方は変貌

しました。 

さて、札幌こころのセンターは、依存症対策総合支援事業を平成 30年度から開始し、令

和元年 12 月 11 日に「札幌市依存症対策総合支援会議」を行いました。令和 2 年 1 月 6 日

には、センター内に「札幌市依存症相談窓口」を設置し、相談専用電話を開設しました。こ

の相談窓口の周知をすすめ、依存症相談を充実させたいと考えています。 

自殺総合対策では、新たな取組として 3月の自殺対策強化月間に検索広告（リスティング

広告）を実施しました。従来のポスターによる啓発に加えて、インターネットを活用した啓

発にも力を入れたいと考えています。 

札幌市は雪まつり後に新型コロナウイルス感染症（COVID－19）の第 1波に襲われ、北海

道・札幌市は全国に先駆けて「新型コロナウイルス緊急事態宣言」を出し、不要不急の外出

自粛を要請しました。センターの保健師 3名も疫学調査に従事するようになり、新型コロナ

ウイルス感染症関連業務は令和元年度末から徐々に増えました。現在（R3.3.1）、感染拡大

はやや収まりつつあり、ワクチン接種の準備も進んでいます。コロナ禍の不安な日々を乗り

超えられるよう、札幌市民に役立つ情報を公式ツイッターやホームページを通じて、広く情

報発信していきたいと思います。引き続き、ご指導ご鞭撻のほどよろしくお願いいたします。 

 

令和 3年 3月 

札幌こころのセンター（精神保健福祉センター）所長 鎌田 隼輔 
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Ⅰ 概要 
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１ 沿革 

札幌こころのセンター（札幌市精神保健福祉センター、以下「センター」

という。）は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第

123 号、以下「法」という。）第６条に規定されるセンターであり、精神保健

福祉に関する技術的中核機関として設置されている。 

平成９年４月１日 

大都市特例により北海道から業務が委譲されるのに伴

い、札幌市中央区大通西 19 丁目 札幌市保健所１階に

センターを新設 

平成９年４月 心の健康づくり電話相談事業をセンターへ移管 

平成 14 年４月 

法の一部改正により、精神医療審査会事務、自立支援医

療（精神通院医療）の支給認定及び精神障害者保健福祉

手帳判定事務をセンターへ移管 

平成 15 年度 精神障害者社会適応訓練事業をセンターへ移管 

平成 16 年２月 
センターの愛称を一般公募し、応募案を参考に「札幌こ

ころのセンター」に決定 

平成 16年５月１日 
札幌市保健所が、建物老朽化により大通の北側へ新築移

転することに伴い、新庁舎（ＷＥＳＴ19）の４階へ移転 

平成 16年６月１日 札幌市精神科救急情報センターを開設 

平成 17 年４月 「札幌市発達障害者支援関係機関連絡会議」を発足 

平成 20 年８月 「札幌市自殺予防対策庁内連絡会議」を発足 

平成 21 年７月 
副市長を委員長とする「札幌市自殺総合対策推進会議」

を発足 

平成 21 年 10 月 
「北海道地域自殺対策緊急強化推進事業に係る補助金」

を活用し、自殺予防対策事業を開始 

平成 22 年３月 
「札幌市自殺総合対策行動計画」（平成 21～25 年度）を

策定 

平成 23 年３月 内閣府の「こころの健康相談統一ダイヤル」に参加 

平成 25 年３月 精神障害者社会適応訓練事業を廃止 

平成 26 年３月 
「第２次札幌市自殺総合対策行動計画（札幌ほっとけな

い・こころのプラン）」（平成 26～30 年度）を策定 

平成 29 年４月 地域自殺対策推進センター運営事業を開始 

平成 31 年３月 
「札幌市自殺総合対策行動計画 2019」（令和元～５年度）

を策定 

令和２年１月 
札幌市依存症相談拠点（「札幌市依存症相談窓口」）を開

設 

 



- 2 - 

２ 業務概要 

センターは、法第６条第２項に基づき、精神保健及び精神障害者の福祉に

関する知識の普及を図り、及び調査研究を行い、かつ、精神保健及び精神障

害者の福祉に関する相談及び指導のうち複雑又は困難なものを行っている。

具体的な運営については、厚生労働省が定めたセンター運営要領（平成８年

健医発第 57 号厚生省保健医療局長通知 P.84）により行われている。 

(1) 企画立案 

地域精神保健福祉を推進するため、札幌市の精神保健福祉主管部局及び

関係諸機関に対し、専門的立場から、社会復帰の推進方策や、地域におけ

る精神保健福祉施策の計画的推進に関する事項等を含め、精神保健福祉に

関する提案、意見具申等をする。 

(2) 技術指導及び技術援助 

地域精神保健福祉活動を推進するため、各区役所の職員等に対し、専門

的立場から、積極的な技術指導及び技術援助を行う。 

(3) 人材育成 

各区役所、精神保健福祉関係機関及び障害者総合支援法に規定する障害

福祉サービスを行う事業所等その他の関係諸機関等で精神保健福祉業務

に従事する職員等に、専門的研修等の教育研修を行い、技術的水準の向上

を図る。 

(4) 普及啓発 

札幌市民に対し精神保健福祉及び精神障がいについての正しい知識、精

神障がい者の権利擁護等について普及啓発を行うとともに、各区等が行う

普及啓発活動に対して専門的立場から協力、指導及び援助を行う。 

(5) 調査研究 

地域精神保健福祉活動の推進並びに精神障がい者の社会復帰の促進及

び自立と社会経済活動への参加の促進等についての調査研究をするとと

もに、必要な統計及び資料を収集整備し、各区等が行う精神保健福祉活動

が効果的に展開できるよう資料を提供する。 

(6) 精神保健福祉相談 

センターは、精神保健及び精神障がい者福祉に関する相談及び指導のう

ち、複雑又は困難なものを行う。心の健康相談から、精神医療に係る相談、

社会復帰相談をはじめ、アルコール、薬物、思春期、認知症等の特定相談

を含め、精神保健福祉全般の相談を実施する。センターは、これらの事例

についての相談指導を行うため、総合的技術センターとしての立場から適

切な対応を行うとともに、必要に応じて関係諸機関の協力を求めるものと

する。 

(7) 組織育成 

地域精神保健福祉の向上を図るためには、地域住民による組織的活動が

必要である。このため、センターは、家族会、患者会、社会復帰事業団体

などの組織の育成に努めるとともに、各区役所単位での組織の活動に協力

する。 
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(8) 精神医療審査会の審査に関する事務 

精神医療審査会の開催事務及び審査遂行上必要な調査その他当該審査

会の審査に関する事務を行うものとする。 

また、法第 38 条の４の規定による請求等の受付についてもセンターに

おいて行うなど、審査の客観性、独立性を確保できる体制を整えるものと

する。 

(9) 自立支援医療（精神通院医療）及び精神障害者保健福祉手帳の判定 

センターは、障害者総合支援法第 52 条第１項の規定による自立支援医

療（精神通院医療）の支給認定及び法第 45 条第１項の規定による精神障害

者保健福祉手帳の交付申請に対する判定業務を行うものとする。 

 

上記(1)～(9)のほか、センターでは、精神科救急情報センターの運営や

ほっとけない・こころ推進事業（自殺総合対策事業）など、法定業務以外

も行っている。 

 

(10) 精神科救急情報センターの運営 

平日夜間及び土曜日、日曜日、祝日における緊急の精神科医療に対応す

るため、精神科救急情報センターの運営を行う。 

(11) 自殺総合対策事業の実施 

札幌市自殺総合対策行動計画 2019 に基づき、札幌市における自殺総合

対策の主管課としてさまざまな事業を実施し、市民が安心・安全に暮らせ

るまちづくりを進め、「ひとりでも多くの命を救う」ことのできる社会の実

現を目指す。 

(12) 依存症対策総合支援事業の実施 

依存症への総合的な対策の実施と強化のため、医療体制の整備（依存症

専門医療機関の設置等）、相談体制の整備（依存症相談窓口の設置、市民へ

の普及啓発、研修の実施等）、連携体制の構築（依存症対策総合支援連携会

議の開催等）に向けた取組を、北海道と連携をしつつ実施する。 
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３ 施設及び職員 

(1) 施設状況 

項目 内容 

名称 

札幌こころのセンター 

（札幌市保健福祉局障がい保健福祉部精神保健福祉セ

ンター） 

所在地 

〒060-0042 

札幌市中央区大通西 19 丁目 ＷＥＳＴ19 ４階（札幌

市営地下鉄東西線「西 18 丁目」駅１番出口すぐ） 

床面積 1,286.93 ㎡ 

電
話 

事務専用 011-622-5190 

相談専用 011-622-0556 

ＦＡＸ 011-622-5244 

Ｅメール kokoronocenter@city.sapporo.jp 

公
式
Ｈ
Ｐ 

札幌こころ

のセンター 
http://www.city.sapporo.jp/eisei/gyomu/seisin/ 

札幌こころ

のナビ 

http://www2.city.sapporo.jp/hottokenai-

kokoro/hottokenai-kokoro.html 

 

公式 twitter https://twitter.com/kokoronocenter 
 

(2) 施設の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 国土地理院地図（電子国土 WEB）を基に作成。 
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(3) 職員配置 

職名 職種 

人数 備考 

平成 30 年

４月 

平成 31 年

４月 
 

精神保健 

担当部長 
医師職 １ １  

所長 医師職 ０ ０ 
精神保健担当部長事

務取扱 

業務担当課長 事務職 １ １  

相談支援 

担当課長 
技術職 １ １ 保健師 

管理係長 事務職 １ １  

相談支援係長 技術職 １ １ 保健師 

保健推進 

担当係長 
技術職 １ １ セラピスト 

一般職 

事務職 ７ ７  

技術職 ６ ６ 

保健師２名 

セラピスト３名 

作業療法士１名 

会計年度職員 事務補助 １ １  

総数 20 20  
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４ センター相談業務関連図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

北海道障がい者保健福祉課  
道立精神保健福祉センター  

各区保健福祉部保健福祉課  
（精神保健福祉相談員）  

○地域に密着したきめ細やかな

サービスの提供（相談窓口）  

・精神保健福祉相談  
・訪問指導  

医療機関  
相談機関  

福祉施設等  

・調査研究等に基づく  
資料等の提供  

・関係職員の人材育成  
・専門的技術指導及び援助  

・複雑困難事例の相談等  
・情報の提供  

保護観察所  

札幌市児童相談所  
札幌市教育委員会  

他、各部局  

市民 

(家族・当事者) 

医療機関等  

教育機関  

警察等  

連携・協力  
連携・協力  

連携・協力  

連絡調整  

札幌こころのセンター 

（札幌市精神保健福祉センター） 

○専門的・総合技術センター  
・企画立案  
・技術指導及び技術援助  

・人材育成  
・普及啓発  

・調査研究  
・精神保健福祉相談  
・組織育成  

連携・協力  

連携・協力  

相談  

相談  

札幌市障がい福祉課  

（精神保健・医療福祉係）  
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５ 歳出決算状況 

＜精神保健福祉センター運営費＞ 

科目 
平成 30 年度 

決 算 額 (Ａ ) 

平成 31 年度 

決 算 額 (Ｂ ) 

増減 

( Ｂ - Ａ ) 
備考 

非常勤職員

報酬 
5,709,300 5,249,920 ▲459,380 

精神医療審査会、

判定会委員、心の

健康相談医師報酬 

共済費 295,495 308,293 12,798  

賃金 1,731,140 1,624,331 ▲106,809 
臨時的任用職員雇

用 

報償費 66,822 160,140 93,318 研修会等講師謝礼 

旅費 910,380 822,667 ▲87,713 
会議・研修会出席

等旅費 

需用費 

（その他） 
896,058 1,461,832 565,774 

消耗品費、印刷物

費、事務用品、専門

誌等 

食糧費 11,328 9,088 ▲2,240 来客用お茶 

光熱水費 10,951 11,226 275 ガス料金 

修繕費 237,168 49,917 ▲187,251 事務用備品等修繕 

役務費 

（その他） 
14,742,640 14,043,501 ▲699,139 

入 院 届 等 報 告 書

料、電話料金等 

保険料 0 0 0 傷害保険 

委託料 

（その他） 
8,569,995 8,625,504 55,509 

心の健康づくり電

話相談、複合機保

守等 

使用料及び

賃借料 
843,302 850,369 7,067 

複合機リース料、

営業車借上料 

備品購入費 1,297,728 1,117,484 ▲180,244 事務用備品等 

負担金 111,800 118,000 6,200 

セ ン タ ー 長 会 会

費、研修会参加費

等 

計 35,434,107 34,452,272 ▲981,835  

（正規職員に係る人件費を除く） 



 

 

  Ⅱ 実績 
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１ 企画立案 

(1) 行政関係会議等への参加 

精神保健福祉及びその関連領域の諸問題の解決や支援等を目的とした

所管部局・団体による会議等へ委員等として出席し、専門的立場から意見

提案等を行っている。 

ア 精神保健福祉関係 

主催者 会議名 開催日 

札幌市社会福祉協議会 権利擁護審査会 合計９回参加 

公益財団法人北海道精

神保健推進協会 

北海道精神保健推進協会評議員

会 
６月 26 日(水) 

北海道精神保健協会総会 ６月 26 日(水) 

北海道精神保健協会 北海道精神保健協会常任理事会 ５月 24 日(金) 

イ 精神医療審査会 

主催者 会議名 開催日 

札幌市精神医療審査会 札幌市精神医療審査会総会 ４月５日(金) 

全国精神医療審査会連

絡協議会 

全国精神医療審査会連絡協議会

総会シンポジウム（東京） 

令和２年 

２月 28 日(金) 

ウ 医療観察法 

主催者 会議名 開催日 

札幌保護観察所 心神喪失者等医療観察法に係るケア会議 合計 33 回参加 

エ 発達障がい 

主催者 会議名 開催日 

札幌市保健福祉局障が

い保健福祉部 

発達障がい理解促進委員会～カ

ラフルブレイン札幌～ 

５月 17 日（金） 

９月４日（水） 

11 月 14 日（木） 

令和２年 

２月７日（金） 

札幌市発達障がい者支援関係機

関連絡会議「人材育成部会」「合

同会議」 

10 月 29 日（火） 

12 月６日（金） 

発達障害児者地域生活モデル事

業企画・推進委員会 

６月 25 日（火） 

９月３日（火） 

11 月 26 日（火） 

札幌市自閉症・発達障

がい支援センターおが

る 

札幌市自閉症発達障がい支援セ

ンター令和元年度連絡協議会 

 

 

 

 

 

 

※  令 和 ２ 年

２、３月は書

面開催 
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オ 犯罪被害者支援 

主催者 会議名 開催日 

北海道被害者支援連絡協

議会 

北海道被害者支援連絡協議会

定期総会 
７月 12 日（金） 

札幌中央被害者支援連絡

協議会 

札幌中央被害者支援連絡協議

会総会 
10 月 25 日（金） 

カ 依存症 

主催者 会議名 開催日 

厚生労働省医薬・生活衛

生局 

薬物中毒対策連絡会議再乱用

防止対策講習会（青森） 

11 月 12 日(火)、

13 日（水） 

北海道アディクションフ

ォーラム実行委員会 

北海道アディクションフォー

ラム実行委員会 

６月２日（日） 

７月７日（日） 

９月１日（日） 

９月 26 日（木） 

厚生労働省社会・援護局

依存症対策全国センター 

都道府県等依存症専門医療機

関相談員等合同全国会議（東

京） 

令和２年 

２月 14 日（金） 

キ 全国及び東北・北海道精神保健福祉センター（所）長会等 

主催者 会議名 開催日 

全国精神保健福祉セン

ター長会 

全国精神保健福祉センター長会

定期総会・大都市部会（東京） 

７月４日（木）、

５日(金) 

全国精神保健福祉センター長会

大都市部会精神保健福祉センタ

ー所長会議（東京） 

令和２年 

２月 20 日（木）、

21 日(金) 

全国精神保健福祉セン

ター研究協議会 

全国精神保健福祉センター長会

研究協議会（高知） 

10 月 21 日（月）、

22 日(火) 

東北・北海道精神保健

福祉センター所長会 

東北・北海道精神保健福祉センタ

ー所長会総会・研究協議会（仙台） 

６月６日（木）、

７日(金) 

ク 自殺対策 

主催者 会議名 開催日 

自殺総合対策

推進センター 

地域自殺対策推進セン

ター等連絡会議（東京） 

７月 24 日(水) 

※ 令和２年２月 28 日（金)の会

議は新型コロナウイルス感染症

感染拡大防止のため中止 

厚生労働省社

会・援護局 

全国自殺対策主管課長

等会議（東京） 

※  新型コロナウイルス感染症感

染拡大防止のため中止 
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(2) 自殺対策関係会議の開催 

センターでは、自殺対策の所管課として、札幌市自殺総合対策推進会議を中心と

する庁内会議と医療・福祉・教育・法律等の分野 30機関で構成する札幌市自殺総合

対策連絡会議の運営や事業の企画・実施、予算要求及び議会対応等を行っている。 

会議名 開催日 

第１回札幌市自殺総合対策推進会議幹事会 ８月８日（木） 

第１回札幌市自殺総合対策推進会議 ９月 18日（水） 

第１回札幌市自殺総合対策連絡会議 12月 17日（火） 
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２ 技術指導・技術援助 

(1) 連絡調整支援事業 

各区の精神保健福祉活動における問題等について、専門的見地から指導・支援を

行うことで、各区の精神保健福祉相談体制の強化・向上を図ることを目的に平成 16

年度から本事業を実施している。技術職員（精神保健福祉士、セラピスト、保健師、

作業療法士）が定期的に各区に出向き、困難事例等に対してコンサルテーションを

行い、各区の精神保健福祉相談員をサポートしている。 

＜各区の相談件数（内容別）＞ 

相談内容 
中
央 

北 東 

白
石 

厚
別 

豊
平 

清
田 

南 西 

手
稲 

合
計 

老人保健 0 1 1 0 0 5 0 0 1 0 8 

入院・治療 2 14 1 0 3 9 0 5 18 5 57 

社会復帰 0 7 3 1 2 0 0 0 1 0 14 

アルコール 0 0 0 0 0 0 0 10 1 0 11 

薬物 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 3 

ギャンブル 0 2 0 0 0 0 0 0 2 1 5 

ゲーム 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

思春期 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

心の健康づくり 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ひきこもり 0 0 1 3 0 2 0 0 5 0 11 

自殺関連 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 3 

自死遺族 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

犯罪被害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

発達障害 0 1 3 0 0 0 0 0 3 0 7 

高次脳機能障害 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

その他 14 4 1 6 10 6 6 0 7 9 63 

令和元年度 合計 16 32 11 11 15 22 6 16 40 16 185 

平成 30年度（参考） 18 40 18 42 16 33 14 11 10 14 216 

※ 相談内容の項目に、「入院・治療」、「ゲーム」、「自死遺族」、「高次脳機能障害」

の４項目を追加。 

※ 令和２年２月下旬より３月末までの間は、新型コロナウイルス感染症拡大防止

のため、外勤による連絡調整支援事業を中止。 
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(2) 障害福祉サービス（精神障がい者）支給に係る意見依頼について 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき、平成 18 年 10 月の障害者自

立支援法施行時より、精神医学的見地から障害福祉サービス（精神障がい者）支給

の要否に係る意見を述べている。各区保健福祉部が申請時に受理した書類等と、各

区精神保健福祉相談員が障害支援区分認定調査で聴取した生活状況等の情報をもと

に実施している。 

ア 区別依頼数 

依頼内容 
中
央 

北 東 

白
石 

厚
別 

豊
平 

清
田 

南 西 

手
稲 

合
計 

精神障がい者で 

あることの確認 
11 11 16 13 5 15 5 4 8 8 96 

障害福祉サービス支

給要否 
18 22 45 34 6 20 13 18 19 12 207 

令和元年度 合計 29 33 61 47 11 35 18 22 27 20 303 

平成 30年度（参考） 31 41 60 44 10 24 14 16 27 15 282 

イ 依頼内容及び回答 

(ｱ) 精神障がい者であることの確認依頼数及び回答内訳 

年度 確認できる 疑義あり 合計 

令和元年度 96 0 96 

平成 30年度（参考） 89 1 90 

(ｲ) 障害福祉サービス意見依頼内容及び回答内訳（重複あり） 

回答内訳 利用可能 調整が必要 利用が困難 合計 

居宅介護 86 3 2 91 

行動援護 0 0 0 0 

重度訪問介護 0 0 0 0 

生活介護 8 0 1 9 

短期入所 4 1 1 6 

施設入所支援 0 0 0 0 

共同生活援助 65 2 2 69 

自立訓練（生活訓練） 2 0 0 2 

自立訓練(宿泊型) 7 0 0 7 

就労移行支援 1 0 0 1 

就労継続支援Ａ・Ｂ型 2 0 0 2 

移動支援 39 1 2 42 

令和元年度 合計 214 7 8 229 

平成 30年度（参考） 168 15 20 203 
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(3) ケア会議への参加 

ア 依頼者別コンサルテーション件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ その他は上記以外の本市の他部署や教育機関、就労支援事業所など。 

※ 平成 30 年度のコンサルテーション件数は 84 件（参考）。 

※ 保護観察所からの依頼件数（34 件）には、心神喪失者等医療観察法

に係る指定通院処遇予定患者についての検討 1 件を含む。 

イ 内容 

相
談
内
容 

老
人
精
神
保
健 

入
院
・
治
療 

社
会
復
帰 

ア
ル
コ
ー
ル 

薬
物 

ギ
ャ
ン
ブ
ル 

ゲ
ー
ム 

思
春
期 

心
の
健
康
づ
く
り 

ひ
き
こ
も
り 

自
殺
関
連 

自
死
遺
族 

犯
罪
被
害 

発
達
障
害 

高
次
脳
機
能
障
害 

そ
の
他 

合
計 

件
数 

2 15 37 3 4 1 0 5 0 1 4 0 2 2 1 17 94 

ウ 心身喪失者等医療観察法関連 

年度 
支援事例数 処遇終了 

件数 

ケア会議 

出席件数 合計 新規 継続 

令和元年度 15 (1) (14) 5 33 

平成 30 年度（参考） 15 (6) (9) 5 46 

 

依
頼
者 

区
保
健
福
祉
課 

市
教
育
委
員
会 

保
護
観
察
所 

児
童
観
察
所 

医
療
機
関 

相
談
室
・
地
域
活
動 

支
援
セ
ン
タ
ー 

福
祉
施
設 

そ
の
他 

合
計 

件
数 

8 0 34 2 17 1 2 30 94 
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３ 人材育成 

 (1) 精神保健福祉関係職員研修 

本市における精神保健福祉業務の体制充実に向け、平成 29 年度から、

精神保健福祉相談員に特化した事例検討会を新たに実施するとともに、こ

れまで実施してきた「精神保健福祉関係職員転入者研修」の実施内容の見

直しを図ることとした。 

ア 精神保健福祉相談員研修 

対象：各区保健福祉課の精神保健福祉相談員 

研修名 実施日 内容 講師 受講者 

基礎研修 
４月 25 日（木）、 

26 日（金） 

精神疾患の理解と対応 所長（医師） 

11 名 

精神保健福祉法について 
精神保健・医

療福祉係 

精神保健福祉相談員の業

務 

区 保 健 福 祉

課 精 神 保 健

福祉相談員 

精神保健福祉センターの

業務 
相談支援係 

札幌市精神科救急情報セ

ンターの概要 

保 健 推 進 担

当係長 

事例 

検討会 

毎月実施する精

神保健福祉相談

員会議の中で実

施 

（合計 10 回） 

各区から輪番で提出され

る事例を通じて、対象者

支援における「アセスメ

ント（見立て）」や「プラ

ンニング（手立て）」につ

いて検討するもの 

所長（医師）

相談支援係 

156 名 

(延) 

施設見学 

10 月 28 日(月) さっぽろ香雪病院 - ３名 

11 月 15 日(金) 
社会福祉法人さっぽろひ

かり福祉会 
- ５名 

11 月 22 日(金) 
特定非営利活動法人札幌

マック 
- ８名 

12 月６日(金) 
特定非営利活動法人北海

道ダルク 
- ２名 

12 月 13 日(金) 
特定非営利活動法人北海

道ダルク 
- ２名 

テーマ別

研修 

令和２年 

２月４日(火) 

アセスメントにつながる

コミュニケーションと支

援を振り返るポイントに

ついて 

北 海 道 医 療

大 学  佐 々

木 敏 明 客 員

教授 

６名 
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イ 精神保健福祉関係職員研修（ケースワーク向上研修） 

対象：精神保健福祉関係の知識を必要とする職場に勤務する職員 

実施日 内容 講師 受講者 

令和２年 

１月 20 日(月) 

講義：「精神障がい者への支援につい

て」 
所長（医師） 

19 名 
事例検討（グループワーク）： 

「多問題を抱える世帯への支援」 

相談支援係 

所長（医師） 

ウ 精神保健福祉関係職員転入者研修（基礎研修） 

対象：精神保健福祉関係の知識を必要とする職場に新規採用又は転入

した職員 

実施日 内容 講師 受講者 

５月 24 日（金） 

精神疾患の理解と対応 所長（医師） 

56 名 

精神保健福祉法について 
精神保健・ 

医療福祉係 

精神保健福祉相談員の業務 

区保健福祉課

精神保健福祉

相談員 

精神保健福祉センターの業務 相談支援係長 

札幌市の精神障がい者の就労支援お

よび相談支援事業について 

就労・相談支

援担当係長 

(2) 札幌市教育センター専門研修（札幌市教育センターとの共催事業） 

対象：札幌市で学校教育に携わる教職員 

実施日 内容 講師 受講者 

６月 24 日(月) 

教育センター専門研修  学校経営研

修コース「職場のメンタルヘルス対応

へのアドバイス」 

所長（医師） 42 名 

７月 17 日(水) 子ども理解に関わる研修会（共催） 弁護士 313 名 

７月 31 日(水) 中堅教諭等資質向上研修「心の健康」 相談支援係 235 名 

８月６日(火) 

教育センター専門研修  児童生徒理

解研修コース「青年期のメンタルヘル

スの理解と対応」 

相談支援係 55 名 
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４ 普及啓発 

(1) 研修及び講演会等への講師派遣実績 

ア 派遣実績一覧 

実施日 テーマ・内容 講師 依頼元 

４月２日（火） 
平成 31 年度新任面接員研修「札

幌市における自殺総合対策」 
相談支援係 

保）保護自立支

援課 

４月 22 日（月） 「ゲートキーパー研修」 相談支援係 保）保険企画課 

４月 25 日（木） 「ゲートキーパー研修」 相談支援係 財）納税指導課 

５月 11 日（土） 

精神療養講座「統合失調症薬物

治療ガイド-患者さん・ご家

族・支援者のために-」から学

ぶ 

所長（医師） 

NPO 法人札幌市

精神障害者家族

連合会 

５月 17 日（金） 「ゲートキーパー研修」 相談支援係 保）総務課 

８月６日（火） 
依存症の基礎知識、関わり方や

支援について 
相談支援係 

就労支援センタ

ーさくら 

８月 23 日（金） 
新任ケースワーカー研修「精神

疾患の理解と対応」 

所長（医師） 

相談支援係 

保）保護自立支

援課 

11 月６日（水） 

キャリアコンサルタント更新

研修「メンタルヘルス対策全般

について」 

所長（医師） 北海道労働局 

11 月 19 日（火） 
健保連北海道連合会研修「睡眠

とメンタルヘルスの関係性」 
所長（医師） 

健保連北海道連

合会 

11 月 20 日（水） 
中央区自立支援協議会「支援者

のメンタルヘルス」 
所長（医師） 中）保管福祉課 

11 月 21 日（木） 
若者のこころと就労相談合同

説明会 
相談支援係 

札幌市若者支援

総合センター 

11 月 25 日(月) 
精神障がいのある方の暮らし

を支えるために 
相談支援係 

札幌市地域ぬく

もりサポートセ

ンター 

12 月６日(金) 
精神保健福祉センターについ

て 
相談支援係 保）総務課 

令和２年 

２月７日（金） 

令和元年度配偶者等からの暴

力相談関係職員研修「難しい相

談の対応と支援者のメンタル

ヘルスについて」 

所長（医師） 
男女共同参画

課 
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(2) 相談会等派遣 

開催日 行事名 派遣者 依頼者 

９月 13 日（金） 暮らしとこころの相談会 相談支援係 札幌弁護士会 

(3) 行事の共催及び名義後援実績 

団体等が主催する精神保健福祉や自殺予防等に関する行事について、団

体等からの申請に基づき、可否を判断したうえで後援等を行っている。 

区

分 
開催日 行事名 主催団体 

後

援 
７月 12 日(金) いのちの華コンサート 

いのちの華コンサート実

行委員会 

後

援 
７月 28 日(日) 

てんかん医療講演会「てんか

んについて知ろう－治療と

予後、そしてどのように付き

合っていくか－」 

公益社団法人日本てんか

ん協会北海道支部 

後

援 
９月３日(火) ほっ！と相談 

一般財団法人メンタルケ

ア協会北海道事務所 

後

援 
９月７日(土) 

北海道いのちの電話開局 40

周年記念式典・市民公開講座 

社会福祉法人北海道いの

ちの電話 

後

援 
９月 10 日(火) 

北海道いのちの電話いのち

ミュージック Day2019 

社会福祉法人北海道いの

ちの電話 

後

援 
９月 21 日(土) 

よりそいホットライン事業

報告会 2019 

一般社団法人北海道セー

フティーネット協議会 

後

援 

10 月５日（土）、

６日(日) 

日本アクションメソッド普

及協会第 1 回札幌大会 

日本アクションメソッド

普及協会 

後

援 
10 月６日(日) 

第９回北海道アディクショ

ンフォーラム 

北海道アディクションフ

ォーラム実行委員会 

後

援 
10 月 26 日(土) 

第 12 回北海道アルコール・

薬物依存予防、早期発見、解

決市民フォーラム 

北海道アルコール・薬物依

存予防、早期発見、解決市

民フォーラム 

共

催 
11 月 30 日（土） 

市民フォーラム 

ひきこもりから脱するため

のヒントを探る 

一般社団法人北海道臨床

精神薬理研究会 

北海道大学大学院医学研

究院精神医学教室 

北海道大学病院児童思春

期精神医学研究部門 

札幌こころのセンター 

共

催 

令和２年３月４

日（水）～３月

30 日(月) 

いのちとこころの学び展

（※） 

札幌こころのセンター、札

幌市中央図書館 
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※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、当初予定と開催期間を変

更し、内容もパネル展に限定して行った。 
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５ 調査研究 

 

＜研究発表・寄稿等＞ 

実施日 テーマ・内容 学会名等 

９月 

特集・北海道胆振東部地震から１年「北

海道胆振東部地震に伴う札幌市のここ

ろのケアの取組について」 

北海道精神保健協会

機 関 誌 「 心 の 健 康 」

（143 号） 

11 月 30 日(土) 

北海道胆振東部地震に伴う心のケア

（1）家屋被災者への支援 第 71 回北海道公衆衛

生学会 北海道胆振東部地震に伴う心のケア

（2）避難所における支援 

２月 
北海道胆振東部地震に伴う札幌市のこ

ころのケアの取組について 

札幌市公衆衛生業績

集（平成 30 年度） 
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６ 精神保健福祉相談 

 センターでは、来所及び電話により、精神保健福祉に関する各種の相談に

応じている。相談業務では、必要に応じて各区の精神保健福祉相談員、相談

機関、行政機関などと協力し、複雑困難事例に対応している。 

(1) 来所相談 

  ア 相談件数 

 

 

 

 

イ 新規相談対象者の年齢 

 20 歳 

未満 

20～ 

29 歳 

30～ 

39 歳 

40～ 

49 歳 

50～ 

59 歳 

60～ 

69 歳 

70 歳 

以上 
不明 合計 

男性 12 30 21 18 8 1 10 1 101 

女性 6 8 8 15 6 2 3 4 52 

合計 18 38 29 33 14 3 13 5 153 

ウ 新規相談対象者の居住区 

居住区  
中

央  
北 東 

白

石  

厚

別  

豊

平  

清

田  
南 西 

手

稲  

市

外  

不

明  

合

計 

件数  23 12 9 14 2 26 5 12 16 2 5 27 153 

 

年度 
相談件数 

 新規件数 継続件数 

令和元年度 320 153 167 
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エ 新規相談者の相談内容（重複あり） 

相談内容 件数 割合（％） 

精神科医療の問題 43 

20.3 

 診断治療に関すること (33) 

セカンドオピニオン (0) 

診断機関・相談機関に関すること (7) 

てんかん (1) 

その他 (2) 

行動上の問題 29 

13.7 

 ひきこもり (10) 

不登校 (3) 

家庭内暴力・ＤＶ (1) 

虐待 (1) 

その他（不当要求、非行行為など） (14) 

習慣的行動の問題 59 

27.8 

 ギャンブル (28) 

アルコール (14) 

薬物 (3) 

ゲーム (8) 

買い物 (1) 

摂食障害 (0) 

インターネット (1) 

その他 (4) 

福祉的制度 24 

11.3 
 社会資源 (22) 

年金 (0) 

その他 (2) 

対人関係 34 

16 

 家庭 (26) 

職場 (3) 

学校 (2) 

その他 (3) 

その他 23 

10.9  話を聞いてほしい (8) 

 その他 (15) 

合計 212 100 
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オ 新規相談の結果 

結
果 

助
言
指
導 

来
所
指
導 

他機関紹介 

傾
聴 

そ
の
他 

合
計 

医
療
機
関 

関
係
機
関 

他
の
相
談
機
関 

保
健
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他 

件
数 

46 41 41 4 9 0 8 2 2 153 

(2) 心の健康づくり電話相談 

平日日中（９～17 時）及び平日夜間（17～21 時）、土・日・祝日（10～

16 時。年末年始を除く）において、専用回線で電話相談を受けている。 

ア 相談件数の推移 

相談件数は年々増加傾向にあったが、平成 30 年 11 月より２名体制で

相談を受けているため、令和元年度は最多となった。 

また、内訳として、センター受付分、時間延長分ともに、継続相談の

割合が増加している。  
年 度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

総相談件数 件数 6,746 6,953 7,399 8,742 10,580 

 

センター受付分 件数 (3,818) (3,822) (3,896) (4,873) (7,070) 

月平均件数 件数 (318.2) (318.5) (324.7) (406.1) (589.2) 

時間延長分 件数 (2,928) (3,131) (3,503) (3,869) (3,510) 

月平均件数 件数 (244.0) (260.9) (291.9) (322.4) (292.5) 

新規相談 
件数 (3,448) (3,253) (3,368) (3,956) (5,006) 

％ 51.1 46.8 45.5 45.3 47.3 

 

センター受付分  
件数 (2,493) (2,245) (2,268) (2,782) (3,595) 

％ 65.3 58.7 58.2 57.1 50.8 

時間延長分 
件数 (955) (1,008) (1,100) (1,174) (1,411) 

％ 32.6 32.2 31.4 30.3 40.2 

継続相談 
件数 (3,298) (3,700) (4,031) (4,786) (5,574) 

％ 48.9 53.2 54.5 54.7 52.7 

 

センター受付分  
件数 (1,325) (1,577) (1,628) (2,091) (3,475) 

％ 34.7 41.3 41.8 42.9 49.2 

時間延長分 
件数 (1,973) (2,123) (2,403) (2,695) (2,099) 

％ 67.4 67.8 68.6 69.7 59.8 
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イ 令和元年度のセンター受付分の状況 

(ｱ) 相談者と対象者との関係 

本人からの相談が約８割となっている。 

  

本人 

家族 
関係 

機関 

その

他 
合計 配偶

者 
親 子 

兄弟 

姉妹 

その

他 

男

性 

件 数 1,339 48 84 39 19 12 10 62 1,613 

平成 30年度 1,001 48 89 18 21 10 10 38 1,235 

前年度差 +338 ±0 ▲5 +21 ▲2 +2 ±0 +24 +378 

％ 83.0 3.0 5.2 2.4 1.2 0.7 0.6 3.9 100 

女

性 

件 数 4,321 155 538 212 81 47 17 86 5,457 

平成 30年度 2,727 125 483 105 58 53 11 76 3,638 

前年度差 +1,594 +30 +55 +107 +23 -6 +6 +10 +1,819 

％ 79.2 2.8 9.9 3.9 1.5 0.9 0.3 1.5 100 

合

計 

件 数 5,660 203 622 251 100 59 27 148 7070 

平成 30年度 3,728 173 572 123 79 63 21 114 4,873 

前年度差 +1932 +30 +50 +128 +21 -4 +6 +34 +2,197 

％ 80.0 2.9 8.8 3.6 1.4 0.8 0.4 2.1 100 

(ｲ) 相談者の年齢別状況 

40～50 代の相談者が多く、特に女性では約６割が 40～50 代である。 

 10 代以下 20～30 代 40～50 代 60 代以上 不明 合計 

男

性 

件数 27 459 803 242 82 1,613 

％ 1.7 28.4 49.8 15.0 5.1 100 

女

性 

件数 39 772 3,410 1,062 174 5,457 

％ 0.7 14.1 62.5 19.5 3.2 100 

合

計 

件数 66 1,231 4,213 1,304 256 7,070 

％ 0.9 17.4 59.6 18.5 3.6 100 

(ｳ) 相談者の居住地別状況 

 

札幌市内 

中

央 
北 東 

白

石 

厚

別 

豊

平 

清

田 
南 西 

手

稲 

区 

不明 

市内 

合計 

件

数 
353 575 228 172 88 166 71 79 858 76 3,609 6,275 

％ 5.0 8.1 3.2 2.4 1.2 2.4 1.0 1.1 12.1 1.1 51.1 88.7 

 市外 不明 合計 

件

数 
431 364 7,070 

％ 6.1 5.2 100 
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(ｴ) 相談経路 

相
談
経
路 

市
役
所
等 

関
係
機
関 

相
談
機
関 

医
療
機
関 

保
健
所
・ 

保
健
セ
ン
タ
ー 

教
育
機
関 

他
の
電
話
相
談 

報
道
機
関
・ 

新
聞
広
告 

ポ
ス
タ
ー
・ 

ス
テ
ッ
カ
ー 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

そ
の
他
の
広
報 

知
人 

既
知 

そ
の
他
・
不
明 

合
計 

件

数  
55 44 241 28 16 15 22 10 460 49 39 3,781 2,310 7,070 

％ 0.8 0.6 3.4 0.4 0.2 0.2 0.3 0.1 6.5 0.7 0.6 53.5 32.7 100 

(ｵ) 通話時間別状況 

 
15 分未満 

15～30 分 

未満 

30 分～ 

1 時間未満 
1 時間以上 合計 

男

性 

件数 981 392 204 36 1,613 

％ 60.8 24.3 12.7 2.2 100 

女

性 

件数 3,018 1,312 889 238 5,457 

％ 55.3 24.0 16.3 4.4 100 

合

計 

件数 3,999 1,704 1,093 274 7,070 

％ 56.6 24.1 15.5 3.8 100 

(ｶ) 相談対象者の状況 

Ａ 年齢別状況 

 20 歳未満 20～30 代 40～50 代 60 代以上 不明 合計 

男

性 

件数 187 696 851 246 100 2,080 

％ 9.0 33.5 40.9 11.8 4.8 100 

女

性 

件数 173 825 2,904 906 158 4,966 

％ 3.5 16.6 58.5 18.2 3.2 100 

性

別 

 

件数 6 5 1 3 9 24 

％ 25.0 20.8 4.2 12.5 37.5 100 

合

計 

件数 366 1,526 3,756 1,155 267 7,070 

％ 5.2 21.6 53.1 16.3 3.8 100 

Ｂ 職業別状況 

 学生 有職 無職 不明 合計 

男性 
件数 200 667 853 360 2080 

％ 9.6 32.1 41.0 17.3 100 

女性 
件数 192 844 3,317 613 4,966 

％ 3.9 17.0 66.8 12.3 100 

性別 

不明 

件数 5 7 2 10 24 

％ 20.8 29.2 8.3 41.7 100 

合計 
件数 397 1,518 4,172 983 7,070 

％ 5.6 21.5 59.0 13.9 100 
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Ｃ 受診歴別状況 

 有り 無し 不明 合計 

件数 4,675 956 1,439 7,070 

％ 66.1 13.5 20.4 100 

Ｄ 相談の結果 

結
果 

助
言
指
導 

来
所
指
導 

他機関紹介 

傾
聴 

そ
の
他 

合
計 

医
療
機
関 

関
係
機
関 

他
の
相
談
機
関 

保
健
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他 

件
数 

837 79 954 86 243 20 188 4,480 183 7,070 
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Ｅ 相談内容別状況（重複あり） 

相談内容 件数 割合（％） 

精神科医療の問題 1,454 

14.0 

 診断治療に関すること 148 

セカンドオピニオン 14 

診療機関・相談機関に関すること 1,150 

てんかん 13 

その他 129 

行動上の問題 782 

7.5 

 ひきこもり 87 

不登校 73 

家庭内暴力・ＤＶ 87 

虐待 19 

その他 516 

習慣的行動の問題 391 

3.8 

 ギャンブル 95 

アルコール 92 

薬物 29 

（再掲）危険ドラッグ 0 

買い物 23 

摂食障害 26 

その他 126 

福祉的制度 232 

2.2 
 社会資源 126 

年金 7 

その他 99 

対人関係 2,259 

21.8 

 家庭 1,333 

職場 343 

学校 76 

その他 507 

その他 5,254 

50.7  話を聞いて欲しい 4,722 

その他 532 

合計 10,372 100 
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(3) ホームページに寄せられた問い合わせへの対応 

センターでは、メール相談は原則として行っていないが、センターのホ

ームページ内の問い合わせフォーム等から質問や相談が寄せられた場合

には、一般の市民対応の一環として対応している。 

ア 相談者の年齢別状況 

 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 
70 代

以上 
不明 合計 

男性  0 1 64 1 0 2 0 0 68 

女性 0 0 0 4 0 2 0 2 8 

不明 0 0 0 0 0 0 0 9 9 

合計 0 1 64 5 0 4 0 11 85 

イ 相談者の居住地別状況 

 

札幌市内 

中央 北 東 
白

石 

厚

別 

豊

平 

清

田 
南 西 手稲 

区 

不明 

市内 

合計 

件

数 
63 3 2 2 0 1 1 1 0 0 0 73 

％ 74.1 3.5 2.4 2.4 0 1.2 1.2 1.2 0 0 0 86 

 市外 道外 不明 合計 

件

数 
0 3 9 85 

％ 0 3.5 10.5 100 

ウ 職業別状況 

 学生 有職 主婦・主夫 無職 その他・不明 合計 

男性 2 64 0 2 0 68 

女性 0 3 2 1 2 8 

不明 0 2 0 0 7 9 

合計 2 69 2 3 9 85 
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エ 相談内容別状況 

相談内容 件数 割合（％） 

精神科医療の問題 11 

12.9 

 診断治療に関すること 1 

セカンドオピニオン 1 

診療機関・相談機関に関すること 6 

その他 3 

行動上の問題 2 

2.4 

 ひきこもり・不登校 1 

家庭内暴力・ＤＶ 1 

虐待 0 

その他 0 

習慣的行動の問題 0 

0.0 

 ギャンブル・買い物 0 

アルコール・薬物 0 

摂食障害 0 

その他 0 

福祉的制度 4 

4.7  社会資源・年金 2 

その他 2 

対人関係 1 

1.2 

 家庭 0 

職場 0 

学校 0 

その他 1 

その他 67 

78.8  話を聞いて欲しい 62 

その他 5 

合計 85 100 

オ 対応の結果 

 

助
言
指
導 

来
所
相
談
の
勧
め 

電
話
相
談
の
勧
め 

紹介先機関 

そ
の
他 

合
計 

医
療
機
関 

市
役
所
等
関
係
機
関 

他
の
相
談
機
関 

保
健
所
保
健
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他
の
機
関 

件数 13 6 15 2 0 0 0 0 49 85 

％ 15.3 7.0 17.6 2.4 0 0 0 0 57.7 100 
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７ 特定相談 

 以下は「６(1)来所相談」のうち、特定相談に該当するものを示す。 

(1) 思春期特定相談事業 

センターでは、精神発達の途上にある青少年の精神的健康の保持増進及

び適応上の障がいの予防と早期発見等を図ることを目的に、平成 14 年６

月から思春期特定相談事業を開始した。 

対象は、思春期年齢の青少年の教育・相談を担当している職員、不登校・

ひきこもり・精神不安定・対人不安などの心の問題で困っている思春期年

齢の青少年とその家族としている。 

ア 来所相談（再掲） 

(ｱ) 相談件数 

 実人数 延べ件数 

令和元年度相談件数 16 26 

 
男性 9 17 

女性 7 9 

(ｲ) 思春期相談（延べ件数）（重複あり） 

相談内容 件数 割合（％） 

精神科医療の問題 8 

16.7 

 診断治療に関すること 8 

セカンドオピニオン 0 

診療機関・相談機関に関すること 0 

その他 0 

行動上の問題 9 

18.7 

 ひきこもり 2 

不登校 2 

家庭内暴力・ＤＶ 0 

虐待 2 

その他（非行行為、犯罪行為など） 3 

習慣的行動の問題 16 

33.3 

 ギャンブル 2 

アルコール 0 

薬物 2 

ゲーム 5 

買い物 0 

摂食障害 0 

インターネット 5 

その他 2 
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福祉的制度 0 

0  社会資源・年金 0 

その他 0 

対人関係 13 

27.1 
 家庭 11 

学校 1 

その他 1 

その他 2 

4.2  話を聞いて欲しい 0 

その他 2 

合計 48 100 

(ｳ) 相談の結果 

 

助言 

指導 

来所 

指導 

紹介先機関 
その

他 
合計 医療 

機関 

関係 

機関 

他の相

談機関 

保健セ

ンター 

その

他 

件数 8 11 4 0 1 0 0 2 26 

％ 30.8 42.3 15.4 0 3.8 0 0 7.7 100 

(2) アルコール関連問題等特定相談事業 

本事業については、「16 依存症対策総合支援事業（P.50）」にて述べる。 
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８ 心の健康相談事業 

(1) 事業の概要 

精神障がい者及び市民の精神保健福祉の増進を図るため、各区役所保健福祉課に

おいて、精神科医師が精神障がい者やその家族からの精神保健福祉に関する相談及

び区保健福祉部に対する技術指導を行っている。相談は予約制である。 

なお、本事業にかかる相談業務は、精神科の臨床経験を要するほか、精神保健福

祉に関する学識を有していることなど高い専門性が求められるため、センターにお

いて第１種非常勤職員として医師（精神科）を任用し、各区役所へ「巡回診療」を

行わせる形をとっている（※本事業は、平成 18年度の機構改革により各区保健福祉

部からセンターへ事業移管された）。 

ア 相談対象者 

・本人、本人家族・親族（親、配偶者、子、兄弟、その他の親族） 

・各区の精神保健福祉業務に携わる関係職員（保護課ＣＷ、保健師等） 

・本人や本人家族の了解を得た関係機関職員（介護支援専門員等） 

・その他、各区相談員が事業の利用の必要性を認めた者 

イ 相談実施日 

毎月１～２回（各区があらかじめ設定する曜日・時間で実施） 

ウ 医師の任用数 

10人 

 

エ 相談内容 

・精神科受診の必要性についての相談 

・ケース処遇等に関する精神保健の観点からの相談 

・精神疾患を疑う家庭内暴力、不登校、摂食障害、ひきこもり、神経症圏、発達障

がい等に関する相談 

・その他、各区相談員が事業の利用の必要性を認めたもの 

(2) 区別の相談件数の年度別推移 

年度 
中
央 

北 東 

白
石 

厚
別 

豊
平 

清
田 

南 西 

手
稲 

合
計 

平成 27年度 4 9 4 5 20 32 8 2 11 6 101 

平成 28年度 7 11 3 12 23 11 7 2 17 8 101 

平成 29年度 1 7 6 9 24 16 2 6 8 3 82 

平成 30年度 6 4 7 4 20 11 5 2 35 1 95 

令和元年度 4 2 2 4 28 8 0 7 36 2 93 
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(3) 相談内容の内訳 

ア 相談者と対象者との関係 

相談者 本人 
同居 

親族 

非同居 

親族 

区役所 

職員 

関係 

機関 
その他 合計 

件数 9 16 9 57 1 1 93 

％ 9.7 17.2 9.7 61.2 1.1 1.1 100 

イ 対象者の年齢別状況 

 20歳未満 20～30歳 40～64歳 65歳以上 不明 合計 

男性 1 10 21 4 0 36 

女性 1 13 23 20 0 57 

合計 2 23 44 24 0 93 

ウ 受診歴の有無 

 有り 無し 不明 合計 

件数 58 30 5 93 

％ 62.4 32.2 5.4 100 

エ 相談内容 

オ 処遇 

 
助言指導 

医療機関の 

受診指導 
その他 合計 

件数 85 8 0 93 

％ 91.4 8.6 0 100 

 

 
精神科受診の 

必要性について 

ケース処遇等に

関する精神保健

の観点から 

精神疾患を疑

う問題行動等 
その他 合計 

件数 11 66 14 2 93 

％ 11.8 71.0 15.1 2.1 100 

（再掲）上記のうち、特定相談の項目に該当するもの 

 
社会 

復帰 

アルコ

ール 
薬物 

思春

期 

心の健

康づく

り相談 

老人 

精神 

ひきこ

もり 

自殺 

関連 

犯罪 

被害 

件数 2 5 0 0 6 15 10 1 0 

％ 2.1 5.3 0 0 6.4 16.1 10.7 1.0 0 



- 33 - 

９ 組織育成 

地域精神保健福祉の向上には、精神に障がいを持つ当事者、家族、地域住民などに

よる組織的な育成が不可欠であるとの観点から、市内で活動する家族会や患者会、社

会復帰施設団体などの育成・支援に努めている。 

 

分類 団体名 支援等の内容 

当事者関連 

札幌市精神障害者回復者ク

ラブ連合会（札回連） 

「自分の病気と薬を知る相談会」の開

催協力及び助言者の派遣 

ＮＰＯ法人札幌連合断酒会 
アルコール依存症関連フォーラムの

開催協力・共催 

家族関連 
ＮＰＯ法人札幌市精神障害

者家族連合会 
精神療養講座の講師等 

社会復帰施設 

団体関連 
札幌デイケア協議会 

年６回の例会、世話人会の開催に関す

る協力 

その他 

社会福祉法人北海道いのち

の電話 

相談員養成講座の講師、研修会への協

力等 

北海道アディクションフォ

ーラム実行委員会 

北海道アディクションフォーラムの

開催協力・実行委員会への参加、後援 
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10 精神医療審査会 

精神医療審査会は、精神障がい者の人権に配慮しつつ、適正な医療及び保護を確保

するために、精神科病院に入院中の方の書類審査や、退院・処遇改善請求審査を目的

として、精神保健法(当時)の規定により、昭和 62年に創設された。 

札幌市では、大都市特例の施行により平成８年度に設置され、平成 14年度から事務

がセンターへ移管された。 

(1) 根拠法令 

・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（第 12条～15条） 

・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（第２条） 

(2) 業務概要 

ア 審査会委員 

17名、３合議体（１合議体５名＋予備委員２名） 

イ 開催回数 

定例の審査会 年 33回（１か月に３回開催） 

全体会    年１回 

(3) 定期の報告等の審査件数及び審査結果の内訳 

ア 審査実績 

 
医療保護入院者

入院届 

医療保護入院者

定期病状報告書 

措置入院者 

定期病状報告書 
合計 

審査件数 3,761 1,924 10 5,695 

審
査
結
果 

入院継

続 
3,760 1,924 10 5,694 

入院形

態変更 
1 0 0 1 

退院が 

適当 
0 0 0 0 

イ 年度別審査件数の推移 

 
医療保護入院

者入院届 

医療保護入院者

定期病状報告書 

措置入院者 

定期病状報告書 
合計 

平成 27年度 3,843 1,853 9 5,705 

平成 28年度 3,855 1,984 9 5,848 

平成 29年度 4,110 1,938 9 6,057 

平成 30年度 4,137 1,982 11 6,130 

令和元年度 3,761 1,924 10 5,695 
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(4) 退院等の請求の審査件数及び審査結果の内訳 

 

受付件数 

 審
査
前
に
退
院 

審
査
前
に
取
下 

審査件数 審
査
未
了
（
次
年
度

へ
）  

入
院
継
続 

処
遇
は
適
当 

入
院
継
続
・
処

遇
は
適
当 

他
の
入
院
形
態

が
適
当 

退
院
が
適
当 

処
遇
は
不
適 

入
院
継
続
・
処

遇
は
不
適 

件
数 

38 1 10 25 23 0 1 1 0 0 0 2 

※ うち１件は前年度受理し、審査継続していたもの。 

※ 電話相談件数は年間 691件(月平均 約 57.6件)。 

※ 受付から結果通知までの所要日数平均 29.0日（参考：平成 28年度  

29.9日、平成 29年度 33.0日、平成 30年度 28.4日） 
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11 自立支援医療（精神通院医療）の支給認定及び精神障害者保健福祉手帳の 

判定に関する事務 

センターでは、法第６条第２項第４号の規定に基づき、札幌市自立支援医療（精神

通院医療）支給認定等審査判定会を開催し、自立支援医療（精神通院医療）の支給認

定及び精神障害者保健福祉手帳の審査判定事務を行っている。 

(1) 沿革 

本業務は従来、精神保健福祉審議会審査判定部会にて実施されていたものである

が、平成 11 年の法改正により、平成 14 年度からセンターへ移管されることとなっ

た。そのため、平成 14年以降は、新たに本市の内部機関としてセンターが設置した

「札幌市精神障害者通院医療費公費負担等審査判定会」にて本業務を実施している。

また、平成 18 年には、通院医療費公費負担制度が障害者自立支援法第 52 条の規定

による自立支援医療（精神通院医療）支給認定へと制度変更されたことから、名称

を「自立支援医療（精神通院医療）支給認定等審査判定会」に変更した。 

(2) 判定会の概要 

ア 審査判定会委員 

６名（合議制) 

イ 開催日 

通常毎月第２、第４木曜日 

ウ 開催回数 

年間 24回（１回につき約２時間） 

(3) 自立支援医療（精神通院医療）支給認定の審査判定結果の内訳 

年度 総件数 認定 非該当 

一部認定 

保留 高額継続 

非該当 
その他 

平成 27年度 27,591 25,711 124 911 20 825 

平成 28年度 22,482 20,610 111 1,034 12 715 

平成 29年度 28,541 26,447 111 1,185 17 781 

平成 30年度 23,911 21,851 109 1,274 16 661 

令和元年度 30,375 28,879 45 121 18 1,312 

※ 平成 22年１月の区受付分から、更新申請の診断書の提出が２年に１度省略可能

となったため、偶数年度については判定件数が減少する傾向にある。 

※ 令和元年７月より高額継続の判定基準を見直し、指定自立支援医療機関へ通知

した。 

 (4) 精神障害者保健福祉手帳交付認定の審査判定結果の内訳 

年度 総件数 １級 ２級 ３級 非該当 保留 

平成 27年度 7,972 335 2,205 4,620 106 706 

平成 28年度 7,884 392 2,224 4,626 127 515 

平成 29年度 8,887 391 2,421 5,419 122 534 

平成 30年度 8,986 436 2,359 5,547 91 553 

令和元年度 10,042 449 2,469 6,250 75 799 
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12 精神科救急情報センターの運営 

平成 16年６月から北海道精神科救急医療体制整備事業の道央ブロックの位置づけで、

札幌市が精神科救急情報センターを設置している。精神保健福祉士等の精神保健福祉

に精通した者が電話にて精神科救急医療に関する相談を受け、必要に応じ当番病院や

関係機関との調整を行っている。 

各区の対応時間外である平日夜間、土曜、日曜及び祝日の対応を担うことで、365

日、24時間体制を確保している。 

(1) 精神科救急情報センターの相談対応件数 

ア 年度別相談件数と病院受診件数の推移 

 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

相談件数 4,306 4,168 4,320 4,697 4,392 

病院受診件数 668 658 723 765 837 

受診率（％） 15.5 15.8 16.7 16.3 19.1 

イ 月別相談件数と病院受診件数 

月平均 相談件数：366.0件 病院受診：69.8件 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 
10

月 

11

月 

12

月 
1月 2月 3月 合計 

相談件数 363 412 338 384 421 392 368 323 371 346 350 324 4,392 

受診件数 73 84 67 71 77 59 69 65 81 64 70 57 837 

ウ トリアージ結果 

 

緊急 

対象外 
助言指導 

 病院受診 

合計  
当番病院 

かかりつけ

病院 

その他の 

病院 

件数 2,246 1,309 837 782 38 17 4,392 

％ 51.1 29.8 19.1 (93.4) (4.6) (2.0) 100 

※ 括弧内は病院受診 837件中の割合を示す。 

エ 病院受診結果（内訳） 

入院の総件数は 324 件。また、「その他・不明」は主にかかりつけ病院を受診し

たのちの結果が不明である件数。 

 

外
来
の
み 

任
意
入
院 

医
療
保
護

入
院 

（
緊
急
）
措

置
入
院 

応
急
入
院 

受
診
せ
ず 

そ
の
他
・
不

明 

合
計 

件数 377 69 213 14 28 115 21 837 

％ 45.1 8.3 25.5 1.6 3.3 13.7 2.5 100 
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オ 相談者別相談件数 

 

カ 相談内容別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本
人 

同
居
親
族 

非
同
居
親
族 

救
急
隊 

警
察 

精
神
科
医
療

機
関 

そ
の
他
の
医

療
機
関 

保
健
所
等
行

政
機
関 

そ
の
他 

不
明 

合
計 

件数 1,971 773 309 413 318 75 132 65 269 67 4,392 

％ 44.9 17.6 7.0 9.4 7.3 1.7 3.0 1.5 6.1 1.5 100 
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13 自殺総合対策事業 

札幌市では、平成 20年８月に関係各局の部長職で構成する「札幌市自殺予防対策庁

内連絡会議」、翌平成 21 年７月には副市長を委員長とした関係各局長で構成する「札

幌市自殺総合対策推進会議」を設置して、全庁を挙げて自殺対策を進めている。 

また、平成 22年３月に「札幌市自殺総合対策行動計画」、平成 26年３月に「第２次

札幌市自殺総合対策行動計画（札幌ほっとけない・こころのプラン）」、平成 31年３月

に「札幌市自殺総合対策行動計画 2019」を策定した。 

本計画に基づき、札幌市では「ひとりでも多くのいのちを救う」ことを目標とし、

自殺を考えている人を地域全体で救うことで、誰も自殺に追い込まれることのない社

会の実現を目指している。 

(1) 札幌市における自殺の現状 

札幌市における自殺者は 350人程で推移している。年代としては、30代から 50代

の自殺者数が多い。 

ア 札幌市の自殺者数の推移 

 

自殺者数（人） 

 

20歳 

未満 
20代 30代 40代 50代 60代 70代 

80歳 

以上 

平成 27年度 345 13 43 42 72 55 62 34 24 

平成 28年度 331 8 51 53 57 59 46 32 25 

平成 29年度 339 13 42 49 71 58 41 40 25 

平成 30年度 324 8 44 45 66 69 43 26 23 

令和元年度 350 12 42 63 67 62 42 40 22 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 

イ 札幌市の自殺者死亡率の推移 

 

自殺死亡率（％、人口 10万人あたり） 

 20

歳 

未

満 

20代 30代 40代 50代 60代 70代 
80歳 

以上 

平成 27年度 17.8 4.2 20.4 15.8 24.5 22.0 21.8 17.7 18.7 

平成 28年度 17.0 2.6 24.6 20.4 19.2 23.3 15.9 16.6 18.4 

平成 29年度 17.4 4.2 20.5 19.3 23.3 23.2 14.2 20.3 17.7 

平成 30年度 16.6 2.6 21.8 18.1 21.8 26.9 15.2 12.6 15.6 

令和元年度 17.9 4.0 21.0 25.9 22.2 23.7 15.3 18.3 14.4 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」、 

厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 
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(2) 自殺対策関係会議の開催（再掲） 

ア 札幌市自殺総合対策推進会議 

札幌市の自殺対策を総合的に推進するため、庁内の関係部局との連携体制として、

副市長を委員長とした関係各局長で構成する会議を設置している。 

イ 札幌市自殺総合対策推進会議幹事会（兼企画調整システム関係部長会議） 

局長級の推進会議に付議する事項を審議するため、推進会議に先立ち開催する部

長級の会議。 

ウ 札幌市自殺総合対策連絡会議 

自殺対策に取り組む関係機関及び関係団体等が相互に連携・協力し、本市におけ

る自殺対策を総合的かつ効果的に推進することを目的として設置している。 

(ｱ) 参加機関 

構成機関区分 機関名 

保健・医療・福祉関係

機関 

・一般社団法人札幌市医師会 

・札幌市精神科医会 

・一般社団法人北海道精神神経科診療所協会 

・市立札幌病院 

・公益社団法人北海道看護協会 

・北海道臨床心理士会 

・一般社団法人北海道精神保健福祉士協会 

・一般社団法人札幌薬剤師会 

・社会福祉法人札幌市社会福祉協議会 

・公益財団法人北海道精神保健推進協会 

・特定非営利活動法人さっされん 

大学・ 

研究機関 

・国立大学法人北海道大学病院 

・公立大学法人札幌市立大学 

教育関係機関 
・公益社団法人全国大学保健管理協会北海道地方部会 

・札幌市教育委員会 

日時：９月 18日（水）（書面開催） 

議題：１ 札幌市自殺総合対策推進会議設置要綱の改正について 

２ 札幌市自殺総合対策行動計画 2019の策定について 

３ 札幌市における自殺の状況 

４ 各部局における計画関係事業の実施状況及び実施予定 

日時：８月８日（木）（書面開催） 
議題：１ 札幌市自殺総合対策推進会議設置要綱の改正について 

２ 札幌市自殺総合対策行動計画 2019の策定について 

３ 札幌市における自殺の状況 

４ 各部局における計画関係事業の実施状況及び実施予定 
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(ｲ) 内容等 

 

(3) 令和元年度自殺総合対策事業一覧 

ア 相談事業 

心の健康づくり電話相談（再掲） 

本年度の相談総件数は 10,580件であった(内訳：平日日中 7,070件、平日夜間・

休日 3,510件)。 

イ 相談業務担当者及び専門職等に対する人材養成 

(ｱ) 市職員向け研修（ゲートキーパーに関する研修への講師派遣）（再掲） 

対象 開催日 参加者数 

生活保護新任面接員 ４月 2日(火) 12名 

区保険年金課収納担当職員 ４月 22日(月) 28名 

納税担当職員転入者 ４月 25日(木) 34名 

新任精神保健福祉相談員 
４月 25日（木）、 

26日（金） 
11名 

新任保健福祉課職員 ５月 17日(金) 107名 

新任精神保健福祉関係職員 ５月 24日(金) 56名 

生活保護新任ＣＷ ８月 23日(金) 133名 

警察・ 

消防機関 

・北海道警察本部 

・札幌市消防局 

経営・ 

労働関係機関 

・一般社団法人日本産業カウンセラー協会北海道支部 

・厚生労働省北海道労働局 

法律関係機関 

・札幌弁護士会 

・札幌司法書士会 

・日本司法支援センター札幌地方事務所 

活動団体 

・社会福祉法人北海道いのちの電話 

・公益社団法人北海道家庭生活総合カウンセリングセンター 

・自死遺族の思いを語る集い「癒しの会」 

・分かちあいの会・ネモフィラ 

・社会福祉法人青十字サマリヤ会 

・特定非営利活動法人札幌連合断酒会 

・特定非営利活動法人札幌市精神障害者家族連合会 

日時：12月 17日（火） 19：00～21：00 

場所：ＷＥＳＴ19 ２階 大会議室 

議題：１ 各機関・団体における自殺対策に関連する取組について 

２ 特に検討を希望する事項について 

３ 要検討事項に係る部会の設置について 



- 42 - 

(ｲ) 教職員向け研修（再掲） 

① 子ども理解に関わる研修会【教育委員会と共催】 

名称 開催日 参加者数 

子ども理解に関わる研修会 ７月 17 日(水) 313 名 

② 未成年者のメンタルヘルス等に関する研修への講師派遣 

名称 開催日 参加者数 

中堅教諭等資質向上研修「共通研修」 ７月 31 日(水) 235 名 

教育センター専門研修（教養研修）「青年

期のメンタルヘルスの理解と対応」 
８月６日(火) 55 名 

(ｳ) 専門職向け研修 

名称 開催日 参加者数 

かかりつけ医等うつ病対応力向上研修

【北海道・北海道医師会と共催】 
７月 28 日(土) 159 名 

自死遺族から体験を聞く研修会 12 月 13 日(木) 19 名 

ウ 市民向け研修及び地域の団体等の連携 

名称 開催日 参加者数 

ゲートキーパー入門研修【一部、北海道

いのちの電話へ業務委託】 
合計 5 回実施 156 名 

札幌市ゲートキーパー研修会【北海道い

のちの電話へ業務委託】 
合計 5 回実施 135 名 

暮らしとこころの相談会【札幌弁護士会

と共催】（再掲） 

９月 13 日（金） 

３月 13 日（金） 
相談４件 

お酒と健康を考える市民フォーラム【NPO

法人札幌連合断酒会と共催】 
１月 11 日(土) 104 名 

エ 普及啓発事業 

(ｱ) 講演会等 

名称 開催日 参加者数 

シンポジウム「うつをこえて」【ＪＤＣと

共催】 
９月 14 日(土) 78 名 

市民フォーラム「ひきこもりから脱する

ためのヒントを探る」（再掲） 
11 月 30 日（土） 250 名 

(ｲ) 啓発活動 

名称 開催日 備考 

札幌駅前地下歩行空間で啓発ティッシュ

を配付【北海道いのちの電話と協働】 
９月 10 日(火) 配布 500 個 

自殺予防週間の啓発ポスター掲出 
９月 10 日（火）

～16 日（水） 
市内 24 駅 

自殺対策強化月間の啓発ポスター掲出 

 
令和２年３月 市内 24 駅 
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Yahoo!・Google リスティング広告掲出 

令和２年 

３月１日（日） 

～31 日（火） 

‐ 

いのちとこころの学び展【札幌市中央図

書館と共催】 

令和２年 

３月４日（水） 

～30 日(月) 

（再掲） 

ＪＲ北海道 駅にポスター掲示 

令和２年 

３月９日（月） 

～29 日（日） 

市内 17 駅 

自殺対策及び精神保健福祉に関する普及

啓発パネル貸出事業 
‐ 

区のイベ

ント時等

随時 

オ 若者向け自殺対策 

(ｱ) 公式ホームページ「札幌こころのナビ」 

若年層のメンタルヘルス向上と自殺予防を目的として、平成 29 年 

４月 25 日より、スマートフォン対応の公式ホームページ、「札幌ここ

ろのナビ」を公開している。今年度は新規コンテンツとして、困った

ときに役立つ相談先をまとめた、「もしもの時検索」を追加するととも

に、全ての人に見やすいホームページであるため、アクセシビリティ

の検証を行った。 

(ｲ) 公式 Twitter 

① 概要 

精神保健福祉関係の情報や、当センターが行うイベント等につい

て不定期に発信する目的で、平成 31 年２月 28 日より公式 Twitter

を開設した。令和元年度は年間 38 件のツイートを行い、３月末時点

のフォロワー数は 382 人（前年比 94 人増）。投稿内容の詳細は下表

の通り。 

イベント周知 精神保健福祉 公

式

ホ
ー

ム

ペ

ー

ジ

等

に
関
す
る
周
知 

合
計 

 当所が主催・共催するもの  その他  

 

普
及
啓
発 

相
談
先
案
内 

 

 

依
存
症 

引
き
こ
も
り 

そ
の
他 

自殺   国
・
他
自
治
体 

民
間
等 

  

一
般 

若
年
層  

26 (20) (3) (3) (0) (14) (4) (10) (6) (1) (5) 10 (5) (5) 2 38 

② キャンペーンの実施 

フォロワーを増やすことで、より効果的な情報発信、普及啓発が

見込まれることから、公式 Twitter と公式ウェブサイト連動で、ク

ロスワードパズルを用いた「いのちとこころ学び隊」キャンペーン
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を行った。クロスワードは精神保健福祉に関する用語等がキーワー

ドとなった内容で、公式ウェブサイトを隅々まで読めば回答できる

難易度に設定し、解くことで学べるよう工夫し作成した。 

(ｳ) 自殺予防対策マンガ冊子の配布 

『子どもたちが普段の生活の中で、友人の様子を気にかけ、危機

を示すサインに気づき、適切な対処ができる』環境づくりの一助と

なることを狙いとした啓発マンガ冊子を平成 29 年度に作成した。平

成 29 年度に市内の全中学生、高校生に配布して以来、例年全中学一

年生に配布を続けている。本年度は 109 校、16,225 部を配布した。 

 

（https://www2.city.sapporo.jp/hottokenai-kokoro/ 

contents/manga01/index.html 札幌こころのナビより） 

 

カ 地域密着型自殺対策事業 

各区保健福祉部が実施主体として、区の特性と住民の実情に応じた自

殺対策の取り組みとして、普及啓発事業を実施している。 

(ｱ) 講演会等 

区 名称 開催日 参加者数 

豊

平

区 

思春期自殺予防普及啓発事業「子ど

もの心の危機を見逃さない」 
11 月 29 日(土) 14 名 

手

稲

区 

地域密着型自殺対策事業あなたの命

を守る基礎講座「ハッピートークト

レーニング」 

12 月 12 日(木) 46 名 

(ｲ) 啓発活動 

区 名称 開催日 参加者数 

中

央

区 

「けんこうフェスタ 2019in ちゅう

おう」における自殺対策事業 
９月 28 日(土) 130 名 

自殺予防とアルコールに関する普及

啓発「いのちの問題パネル展」 
12 月 13 日(金) 1,404 名 

北

区 

北区地域密着型自殺対策事業 

「北区こころの健康づくり事業」 

９月 10 日（火） 

～13 日（金） 

11 月 11 日（月） 

令和２年 

１月 12 日（月） 

３月２日（月） 

～27 日（金） 

合計

2,700 名 
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東

区 

大学と連携した自殺対策事業 

天使祭における自殺防止啓発 

令和２年 

２月 21 日（木） 

～27 日(水) 

331 名 

大学と連携した自殺対策事業 

心と身体の健康づくりパネル展 

令和２年 

２月 27 日（木） 

～３月２日（月） 

50 名 

白

石

区 

「命にきづくパネル展」 

９月 10 日（火） 

～16 日（金） 

11 月９日（土） 

230 名 

地域の介護予防イベント等における

自殺対策啓発事業 

９月 19 日（木） 

９月 26 日（木） 

10 月 26 日（土） 

11 月１日（金） 

393 名 

厚

別

区 

厚別区地域密着型自殺対策事業 10 月 19 日(土) 200 名 

豊

平

区 

自殺予防特集展示（わたしは、ほっ

とけない） 

令和２年 

２月 27 日（木） 

～29 日(土) 

572 名 

清

田

区 

きよっちランドにおける自殺対策事

業 
６月 29 日(土) 560 名 

自殺対策に関する講話及びメンタル

セルフケアとしてのパステル教室 
10 月 10 日(木) 6 名 

清田区健康＆介護予防フェアにおけ

る自殺対策事業 
10 月 30 日(水) 500 名 

南

区 

健康まつり・区内各地区の介護予防

まつり等における自殺総合対策普及

啓発活動 

合計８回実施 143 名 

西

区 
西区地域密着型自殺対策事業 

９月９日（木） 

～13 日（木） 
958 名 
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(4) 札幌市いのちの大使 ＣＨＵＰＵＫＡ（チュプカ） 

センターでは、自殺対策

のＰＲ活動で右図の「太陽

のクマ」のキャラクターを

使用している。名前の由来

は、アイヌ語の「太陽」と

「月」を意味する「チュプ」

と、「輪」を意味する「カリ

プ」を組み合わせたもので

ある。 

ＣＨＵＰＵＫＡは、太陽

の命の輪をかぶり、命を大

切にする意識「きづく」「き

く」「つなぐ」「みまもる」

の気持ちを広めている。 
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14 災害対応 

 (1) 平成 30 年北海道胆振東部地震 

平成 30年９月６日に発生した「平成 30年北海道胆振東部地震」により、

大規模な停電や断水、道路の陥没、建物の損壊など、市内各地に大きな被

害があった。被災者等のこころのケアのため、引続き活動を継続している。 

ア 地震の概要 

(ｱ) 本震 

平成 30 年９月６日 午前３時７分 

(ｲ) 震源地 

胆振地方中東部、深さ 37ｋｍ（暫定値） 

(ｳ) 市内の観測震度 

震度６弱 東区 

震度５強 北区、白石区、清田区、手稲区 

震度５弱 厚別区、豊平区、西区 

震度４ 中央区、南区 

(ｴ) マグニチュード 

6.7（暫定値） 

イ 市内の被害状況 

(ｱ) 人的被害の状況 

死者 負傷   

（うち災害関連死）  重症 軽症 

3(2) 297 (1) (296) 

(ｲ) 物的被害の状況 

 住家 非住家 合計 

全壊 101 7 108 

半壊 818 27 845 

一部損壊 36,251 431 36,682 

合計 37,170 465 37,635 

ウ 被災者のこころのケア 

(ｱ) 目的 

家屋損壊により転居や長引く避難生活、生活環境の変化により生じ

るこころの問題を早期に発見し、適切に支援、対応するため 

(ｲ) 実施時期 

平成 30 年 12 月～ 

(ｳ) 対象 

り災証明により、居住する住宅が「全壊」「半壊」「一部損壊」と認

定された被災者。
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(ｴ) 方法 

家屋損壊等の被害のあった被災者に、こころの問題に関する注意喚

起や相談窓口の情報提供のチラシを郵送した。 

(ｵ) 件数 

年度 電話・来所 家庭訪問 合計 

令和元年度 8 1 9 

平成 30 年度（参考） 44 3 47 

(2) 北海道災害派遣精神科医療チーム（DPAT）について 

   本市は DPAT 隊及び先遣隊を組織していないが、北海道 DPAT の正式な整

備に向けた検討会議に関係職員が参加するなど、適宜連携を図っている。 

開催日 活動内容 備考 

５月 17 日

（金） 

第１回北海道 

DPAT 検討会議 

北海道 DPAT 活動マニュアル（案）、統括者、

DPAT の編成（案）について検討した。 

10 月７日

（月） 

第２回北海道 

DPAT 検討会議 

北海道 DPAT 設置運営要綱（案）、北海道 DPAT

活動マニュアル（案）、統括者の登録、研修

について検討した。 

11月 23日

（土） 

北海道 

DPAT 研修 

道内 16 医療機関（うち市内８医療機関）が

参加。当センター職員４名が運営支援に当た

った。 

２月 14 日

（金） 

第３回北海道 

DPAT 検討会議 

研修実施報告、新型コロナウイルスの対応に

ついて、DPAT チーム編成について検討した。 
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15 感染症対策 

(1) 新型コロナウイルス感染症（COVID-19） 

ア 市内発生状況（令和２年３月末時点） 

  陽性累計 80 件（うち死亡累計 ２件） 

イ こころのケア 

  心の健康づくり電話相談（夜間休日含む）、夜間救急情報センターに

寄せられた電話相談のうち、新型コロナウイルス感染症に由来した相談

（再掲）は下表の通り。 

性別 年齢 

合

計 

男

性 

女

性 

不

明 

合

計 

20

歳

未

満 

20

代 

30

代 

40

代 

50

代 

60

代 

70

代 

80

歳

以

上 

不

明 

29 5 24 0 29 0 2 4 4 10 3 2 1 3 

（※ 令和２年３月末時点） 
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16 依存症対策総合支援事業 

センターでは、平成 16 年度からアルコール、薬物、ギャンブルなどの嗜

癖関連問題全般の相談を特定相談事業として位置づけ、電話・来所で相談に

応じている。 

また、平成 30 年度から「依存症対策総合支援事業」を開始し、依存症に

関する医療体制の拡充、相談体制の整備、関係機関・団体との連携体制の構

築を目指す取組を実施している。 

(1) 医療体制の拡充（札幌市依存症治療拠点機関・依存症専門医療機関の選

定） 

国が平成 29 年６月に発出した「依存症専門医療機関及び依存症治療拠

点機関の整備について」（障発 0613 第４号厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部長通知）に基づき、所定の条件を満たす医療機関を札幌市依存症

治療拠点機関・依存症専門医療機関に選定している。 

ア 札幌市依存症専門医療機関 

依存症に関する所定の研修を修了した医療スタッフを配置し、専門性

を有する医師が担当する入院医療や、認知行動療法など依存症に特化し

た専門プログラムを有する外来治療を実施している。 

医療機関名 所在地 
選定された依存症の種類 

アルコール 薬物 ギャンブル 

医療法人社団 

五稜会病院 
北区篠路９条６丁目２-３ ○ - ‐ 

医療法人北仁会 

幹メンタルクリニ

ック 

中央区大通西 20丁目２-20 

EXCEL S１ビル５階 
○ - - 

医療法人北仁会 

旭山病院 
中央区双子山４丁目３-33 ○ ○ ○ 

医療法人耕仁会 

札幌太田病院 

西区山の手５条５丁目１-

１ 
○ ○ ○ 

医療法人社団 

さっぽろ麻生メン

タルクリニック 

北区北 39 条西５丁目１－

15 北電商販サトウビル

４階 

○ - - 

医療法人渓仁会 

手稲渓仁会病院 

手稲区前田１条 12 丁目１

-40 
○ - - 

（申請順、令和２年３月 31 日現在） 

イ 札幌市依存症治療拠点機関 

依存症専門医療機関間の連携の拠点となる医療機関であり、医療機関

対象の人材養成研修、依存症に関する情報発信、専門医療機関の実績の

とりまとめ等を実施している。 

 

（令和２年３月 31 日現在） 

医療機関名 所在地 

医療法人北仁会旭山病院 中央区双子山４丁目３-33 
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(2) 相談体制の整備（依存症相談拠点における相談支援） 

国が平成 29 年６月に発出した「依存症対策総合支援事業について」（障

発 0613 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）に基づき、

令和２年１月６日にセンター内に「札幌市依存症相談窓口（依存症相談拠

点）」を設置し、当事者・家族・関係者等からの相談に電話と面接で応じ

ている。 

ア 電話相談 

令和２年１月に依存症関連の相談専用回線（依存症相談専用電話 平

日９～17 時）を開設し、センター職員が当事者・家族・関係者等からの

相談に応じている。 

(ｱ) 件数 

 総数    

 男性 女性 不明 

実人数 92 60 29 3 

延べ人数 104 65 36 3 

(ｲ) 相談者の状況（相談対象者との関係） 

 本人 家族 関係機関 その他 合計 

男性 16 45 1 3 65 

女性 20 14 1 1 36 

不明 0 0 1 2 3 

合計 36 59 3 6 104 

(ｳ) 相談内容（重複あり） 

 20 歳

未満 

20 ～

29 歳 

30～

39歳 

40 ～

49 歳 

50 ～

59 歳 

60 ～

69 歳 

70歳

以上 
不明 合計 

アルコール 0 1 5 9 6 3 10 5 39 

薬物 0 1 1 3 0 1 0 0 6 

ギャンブル 0 5 7 3 2 0 3 3 23 

ゲーム 5 2 0 1 0 0 0 0 8 

その他 ※ 2 6 3 3 6 1 0 4 25 

合計 7 15 16 19 14 5 13 12 101 

※ その他はインターネット依存、買物依存など。 

(ｴ) 相談の結果 

 

助言 

指導 

来所 

指導 

紹介先機関 
そ 

の 

他 

合計 医療 

機関 

関係 

機関 

他の相

談機関  

保健

セン

ター  

そ 

の 

他 

件数 38 22 27 2 0 0 2 13 104 

％ 36.5 21.2 26.0 1.9 0 0 1.9 12.5 100 

※ その他は傾聴など。 
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イ 面接（再掲） 

(ｱ) 件数 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 相談者の状況（相談対象者と来所者の関係） 

 

本人 家族 
関係

機関 

本人と 

家族 

本人と 

関係 

機関 

家族と 

関係 

機関 

その他 合計 

男性 13 52 0 10 0 0 1 76 

女性 2 5 0 1 0 0 0 8 

合計 15 57 0 11 0 0 1 84 

(ｳ) 相談内容（重複あり） 

 20 歳 

未満 

20 ～

29 歳 

30 ～

39 歳 

40 ～

49 歳 

50 ～

59 歳 

60 ～

69 歳 

70 歳

以上 
不明 計 

アルコール 0 1 1 6 4 0 2 0 14 

薬物 2 1 0 2 0 0 0 0 5 

ギャンブル 2 18 8 5 2 0 1 0 36 

ゲーム 7 19 0 0 0 0 0 0 26 

その他 ※ 6 3 1 1 0 0 0 0 11 

計 17 42 10 14 6 0 3 0 92 

※ その他はインターネット依存、買物依存など。 

(ｴ) 相談の結果 

 

助言 

指導 

来所 

指導 

紹介先機関 
そ 

の 

他 

合計 医療 

機関 

関係 

機関 

他の相

談機関  

保健

セン

ター  

そ 

の 

他 

件数 26 36 16 1 1 0 3 1 84 

％ 31.0 42.9 19.0 1.2 1.2 0 3.5 1.2 100 

※ その他は傾聴など。 

(3) 関係機関・団体との連携体制の構築（札幌市依存症対策総合支援連携会

議の開催） 

国が平成 29 年６月に発出した「依存症対策総合支援事業について」（障

発 0613 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）に基づき、

市内の依存症対策に関わる機関・団体等で構成される「札幌市依存症対策

総合支援会議」を設置し、第１回目会議を令和元年 12 月 11 日に開催した。 

 令和元年度 平成 30 年度（参考） 

総数 総数 

 男性 女性  男性 女性 

実人数 55 48 7 13 8 5 

延べ人数 84 76 8 20 13 7 
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(4) その他 

ア 普及啓発、情報発信、民間団体等の活動支援 

依存症の支援にあたる民間団体や自助グループが実施しているフォー

ラム等の開催を協力し、市民に向けた依存症についての普及啓発や、社

会資源の情報等の周知を行っている。 

イ 医療機関や地域支援者向け研修の実施・開催協力 

医療機関や地域において依存症当事者や家族の支援にあたる支援者の

養成を目的に、医療機関従事者や地域の支援者を対象とした研修の実施

や、国・道・依存症治療拠点等が開催する研修への協力等を行っている。 

行事名 主催 日程 

第９回北海道アディクシ

ョンフォーラム（再掲） 

北海道アディクション 

フォーラム実行委員会 

※札幌市は後援、当センター

は実行委員会に参画し開

催を協力 

10 月６日(日) 

お酒と健康を考える市民

フォーラム（再掲） 

非営利活動法人札幌連合断

酒会と札幌市の共催 

令和２年 

１月 11 日(土) 

研修名 対象者 主催 内容等 

依存症治療指導者

養成研修依存症相

談対応指導者養成

研修 

医療従事者、

相 談 支 援 担

当者 

厚生労働省、

依 存 症 対 策

全 国 セ ン タ

ー（久里浜医

療センター） 

東京・佐賀・神奈川で開催

（全５回）。 

※ 当センターは周知・参

加取りまとめ等の協力を

実施。 

依存症地域生活支

援指導者養成研修 
地域支援者 

厚生労働省、

依 存 症 対 策

全 国 セ ン タ

ー（久里浜医

療センター） 

東京・岡山・北海道で開催

（全５回）。 

※  当センターは周知・参

加取りまとめ等の協力を

実施。 

依存症支援者研修 

医療従事者、

相 談 支 援 担

当者 

医 療 法 人 北

仁 会 旭 山 病

院（北海道が

開催委託） 

年２回（函館、札幌）の開

催予定であったが、札幌会

場は新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため中止。 

※ 当センターは対象者へ

の周知・会場提供等の協

力を実施。 

日時：12 月 11 日（水） 15：00～17：00 

場所：ＷＥＳＴ19 ２階 大会議室 

議題：１ 札幌市の依存症対策総合支援事業について 

   ２ 各機関・団体等における支援の現状や課題の共有 

   ３ 今後の依存症対策、連携会議のあり方について 
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  ウ 北海道飲酒運転の根絶に関する条例に伴う保健指導の実施 

「北海道飲酒運転の根絶に関する条例」（平成 27 年施行）では、飲酒

運転をした者で希望する者に対し、精神保健福祉センター等がアルコー

ル健康障害に関する保健指導を実施することとされており、センターに

おいても飲酒運転をした者に対して保健指導を実施している。 

＜飲酒運転をした者に対する保健指導実施件数＞ 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

件数 3 0 2 

エ アルコール中毒者保護通知書等の受理、連絡会議への参加 

「酒に酔つて公衆に迷惑をかける行為の防止等に関する法律」（昭和

36 年施行）では、警察官が保護した酩酊者がアルコールの慢性中毒者（精

神障害者を除く。）又はその疑のある者であると認めたときは保健所長に

通報することとされている。 

札幌市では、平成 24 年度に「アルコール中毒保護通知書の取扱マニュ

アル」を定め、札幌市保健所が通報を受け付け、センターは①センター

長は、保健所との連絡会議において、受診勧奨の必要性について助言す

る、②区保健福祉部長に対し、困難ケース等に関する助言等、必要な支

援を行う、としている。 

本年度、センターで受理した中毒者保護通知書（写）等の件数、連絡

会議への参加等の実績は、以下のとおり。 

内容 件数 

アルコール中毒者保護通知書（写）の受理 16 件 

アルコール中毒者保護通知に係る調査について（回答）

の受理 
11 件 

アルコール中毒者保護通知に係る連絡会議への参加 6 回 

アルコール中毒者保護通報に基づく受診勧奨について

（報告）の受理 
7 件 

その他 0 件 

 

アルコール

依存症臨床

医等研修 

医 師 、 看 護

師、保健師、

作業療法士、

精 神 保 健 福

祉士、心理士 

厚生労働省、

依 存 症 対 策

全 国 セ ン タ

ー（久里浜医

療センター） 

職種別に全８回開催。 

※ 当センターは周知・参加取り

まとめ等の協力を実施。 



 

 

 

 

 

  

Ⅲ 関係条例・規則等 



- 55 - 

１  札幌市精神保健福祉センター条例  

平成９年３月 28 日  

条例第 10 号  

（設置）  

第１条  本市は、精神保健の向上及び精神障害者の福祉の増進を図るため、

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 (昭和 25 年法律第 123 号 )第 6

条第 1 項の規定に基づき、精神保健福祉センター (以下「センター」とい

う。 )を設置し、その名称及び位置は、次のとおりとする。  

名称  位置  

札幌市精神保健福祉センター  札幌市中央区大通西 19 丁目  

（使用料及び手数料）  

第２条  センターにおける診療その他の業務 (以下「診療等」という。)につ

いては、使用料及び手数料 (以下「使用料等」という。 )を徴収する。  

２  前項の使用料等の額は、健康保険法 (大正 11 年法律第 70 号 )の規定によ

り厚生労働大臣が定める療養の給付に要する費用の額の算定方法 (以下

「算定方法」という。)により算定した額 (高齢者の医療の確保に関する法

律 (昭和 57 年法律第 80 号 )の規定による医療を受けることができる者につ

いては、同法の規定により厚生労働大臣が定める医療に要する費用の額の

算定に関する基準 (以下「算定基準」という。)により算定した額 )とする。

ただし、算定方法及び算定基準に定めのないものについては、市長が定め

る。  

（使用料等の納入時期）  

第３条  使用料等は、診療等の実施の都度徴収する。ただし、市長が必要と

認めるときは、この限りでない。  

（使用料等の減免）  

第４条  市長は、特別の事由により必要があると認めるときは、使用料等を

減額し、又は免除することができる。  

（委任）  

第５条  この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。  

附  則  

１  この条例は、平成９年４月１日から施行する。  

２  札幌市職員の定年等に関する条例 (昭和 58 年条例第 27 号 )の一部改正

〔省略〕  

附  則 (平成 18 年条例第 23 号 ) 

この条例は、平成 18 年４月１日から施行する。  

附  則 (平成 20 年条例第 11 号 )抄  

 この条例は、平成 20 年４月１日から施行する。  

javascript:void%20fnInyLink(107772,'8012600004211218h.html','J6_K1')
javascript:void%20fnInyLink(107772,'8012600004211218h.html','J6_K1')
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javascript:void%20fnInyLink(107794,'8211500004211218h.html','TOP')
javascript:void%20fnInyLink(107794,'8211500004211218h.html','TOP')
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２  札幌市精神保健福祉センター条例施行規則  

平成９年３月 28 日  

規則第 22 号  

（趣旨）  

第１条  この規則は、札幌市精神保健福祉センター条例 (平成９年条例第 10

号。以下「条例」という。 )の施行について必要な事項を定めるものとす

る。  

（市長が定める使用料等）  

第２条  条例第２条第２項ただし書の規定により市長が定める使用料及び

手数料 (以下「使用料等」という。 )の額は、別表のとおりとする。  

（使用料等の減免の手続）  

第３条  条例第４条の規定により使用料等の減額又は免除を受けようとす

る者は、精神保健福祉センター使用料 (手数料 )減額 (免除 )申請書 (別記様

式 )を市長に提出しなければならない。  

（委任）  

第４条  この規則の施行について必要な事項は、保健福祉局長が定める。  

附  則  

この規則は、平成９年４月１日から施行する。  

附  則 (平成 10 年規則第７号 )省略  

附  則 (平成 17 年規則第 14 号 ) 

１  この規則は、平成 17 年４月１日から施行する。  

２  改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後に請求される文書に係

る文書料について適用し、同日前に請求された文書に係る文書料について

は、なお従前の例による。  

別表  

種別  料金  摘要  

文
書
料 

文書 (Ａ ) １枚につき  800 円  医療費領収金額の証明書その他これ

に類する簡単な内容のもの  

文書 (Ｂ ) １枚につき  1,500 円  病名、治療期間程度の記載にとどま

る診断書、証明書その他これらに類

する内容のもの  

文書 (Ｃ ) １枚につき  3,000 円  死亡診断書、身体障害者診断書、意

見書、病状経過の記載を要する診断

書、証明書その他これらに類する内

容のもの  

文書 (Ｄ ) １枚につき  4,000 円  各種保険、年金等の請求に係る診断

書、証明書その他これらに類する複

雑な内容のもの  

javascript:void%20fnHonLink(6600,'a0020409042006301.html','TOP')
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別 記 様 式  

精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー 使 用 料 (手 数 料 )減 額 (免 除 )申 請 書  

 

  年   月   日    

 

 

(あ て 先 )札 幌 市 長  

 

 

住 所           

氏 名           

 

 

 次 の と お り 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー の 使 用 料 (手 数 料 )を 減 額 (免 除 )

願 い ま す 。  

減 額 (免 除 )  

申 請 す る 事

項  

 

 

 

減 額 (免 除 )  

申 請 す る 理

由  

 

 

 

備 考  こ の 様 式 に よ り 難 い と き は 、 こ の 様 式 に 準 じ た 別 の 様 式 を 使

用 す る こ と が で き る 。  

 

http://gyosei-reiki.intra.city.sapporo.jp/reiki/reiki_word/20410002042004171.doc
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３ 心 の 健 康 づ く り 電 話 相 談 事 業 実 施 要 綱  

平成 23 年３月 11 日 

保健福祉局長決裁 

（目的） 

第１条 心の健康づくり電話相談（以下、「電話相談」という。）は、さまざま

な要因から心に悩みを抱える市民、精神に障がいのある市民又はその家族及

び関係者などから精神保健福祉に係る相談を受け、適切な助言や関係機関を

紹介するなどにより、健やかな市民生活を送るための援助を行うことを目的

とする。 

（実施内容） 

第２条 電話相談は、心に悩みを抱える市民、精神に障がいのある市民又はそ

の家族及び関係者などから精神保健福祉に係る相談を電話により受け、適切

な助言を行うとともに、必要に応じて精神保健福祉センター及び各区保健福

祉部又はその他の関係機関を紹介するものとする。 

（実施場所） 

第３条 電話相談の実施場所は、札幌市精神保健福祉センター内とする。 

（相談従事者） 

第４条 電話相談に従事する者は、第１条の目的を遂行することができる、精

神保健福祉士、看護師、保健師、社会福祉士などの資格を有し、高度な技術

を習得した者又はこれに準ずる十分な経験を有する者とする。 

（電話相談の開設日及び相談時間） 

第５条 電話相談は、月曜日から金曜日までの午前９時から午後５時まで開設

するものとする。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178

号）に規定する休日並びに 12 月 29 日から同月 31 日までの日及び１月２日

から同月３日までの日は休日とする。 

（秘密の保持）  

第６条 電話相談に係る事務に従事する者は、職務上知り得たことについて、

いかなる場合にも他に漏らしてはならない。 

附 則 

この要綱は、平成 23 年４月１日から施行する。 
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４ 電 話 相 談 強 化 事 業 実 施 要 綱  

平成 23 年２月 22 日 

精神医療担当部長決裁 

 （目 的） 

第１条 電話相談強化事業は、さまざまな要因から心に悩みを抱える市民、精

神に障がいのある市民又はその家族及び関係者などから精神保健福祉に係

る相談を受け、適切な助言や関係機関の紹介等を行うことにより、健やかな

市民生活を送るための援助を行うことを目的とする。 

 （実施内容） 

第２条 電話相談は、心に悩みを抱える市民、精神に障がいのある市民又はそ

の家族及び関係者などから精神保健福祉に係る相談を電話により受け、適切

な助言を行うとともに、必要に応じて保健福祉局精神保健福祉センター及び

各区保健福祉部又はその他の関係機関を紹介するものとする。 

 （電話相談の開設日及び相談時間） 

第３条 電話相談は、月曜日から金曜日までの午後５時から午後９時まで並び

に土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）

に規定する休日の午前 10 時から午後４時まで開設するものとする。ただし、

12 月 29 日から１月３日までの日は休日とする。 

 （相談従事者） 

第４条 電話相談に従事する者は、第１条の目的を遂行することができる、精

神保健福祉士、看護師、保健師、社会福祉士などの資格を有し、高度な技術

を修得した者又はこれに準ずる十分な経験を有する者とする。 

 （責任者の配置） 

第５条 受託者は、電話相談に従事する者の中から相談責任者を定め、当該相

談責任者が精神保健福祉センターとの連絡調整に当たるものとする。 

 （危機管理体制） 

第６条 相談電話の内容が自殺未遂等により救急対応を要する場合には、受託

者は医学的判断を行える専門家と即時に連携できる体制を構築すること。 

 （実施状況報告） 

第７条 電話相談に従事する者は、受理した電話相談内容について、別に定め

る様式により相談記録票を作成すること。また、受託者は毎月５日（閉庁日

の場合は、翌開庁日）までに、別に定める様式により相談記録集計票及び相

談記録票を精神保健福祉センターへ提出すること。 

 （秘密の保持） 

第８条 電話相談に従事する者は、職務上知り得たことについて、いかなる場

合にも他に漏らしてはならない。 

 （委 任） 

第９条 この要綱に定めのない事項は、保健福祉局精神医療担当部長が別に定

めるものとする。 
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附 則 

この要綱は、平成 23 年２月 22 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25 年２月 25 日から施行する。 
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５ 札 幌 市 心 の 健 康 相 談 事 業 実 施 要 綱  

平成 23 年９月 26 日 

保健福祉局長決裁 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、「保健所及び市町村における精神保健福祉業務について」

（障第 251 号厚生省大臣官房障害保健福祉部長通知）に基づき、札幌市心の

健康相談事業の実施に関して必要な事項を定めるものである。 

（目的） 

第２条 この事業は、札幌市が行っている精神保健福祉に関する相談事業のう

ち特に、札幌市が「医師（精神科）」を任用しこれを実施者として、精神障

がい者やその家族からの精神保健福祉に関する相談及び区保健福祉部に対

する技術指導を行い、もって精神障がい者及び市民の精神保健福祉の増進を

図ることを目的とする。 

（事業の名称） 

第３条 この事業の名称は「心の健康相談事業」（以下「事業」という。）とす

る。 

（事業の実施主体） 

第４条 この事業の実施主体は札幌市とし、札幌市精神保健福祉センター（以

下「センター」という。）がこれを行う。 

（対象者） 

第５条 この事業の対象者は、次の各号に該当する者とする。 

(1) 精神科受診が容易でなく、精神疾患がある者、若しくはその疑いのある

本人、その配偶者、親、子、兄弟及びその他の親族 

(2) 各区の精神保健福祉業務に携わる職員 

(3) 事業の利用について本人又は家族の了解を得た関係機関等職員 

(4) その他、各区精神保健福祉相談員（以下「相談員」という。）が事業の

利用の必要性を認めた者 

（実施者） 

第６条 事業にかかる相談及び技術指導は、精神科の臨床経験を要するほか、

精神保健福祉に関する学識を有していることなど高い専門性を必要とする

ことから、センターが第１種非常勤職員として「医師（精神科）」を任用し、

これを実施者とする。 

２ この事業の実施者は、次の各号の要件を全て満たしていなければならない。 

医師免許を有していること 

精神科の臨床経験を有していること 

精神保健及び精神障がい者の福祉に関する学識経験を有していること 

 （実施者の勤務条件） 

第７条 この事業の実施者の勤務形態は、月２回、１回２時間程度とする。 

２ この事業の実施者の報酬は、総務局長が定めた非常勤職員報酬月額による。 

（実施内容） 
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第８条 この事業の実施者は、各区において相談及び技術指導に当たる。 

２ 実施内容は、次の各号に当たるものとする。 

精神科受診の必要性についての相談 

相談処遇等に関する精神保健の観点からの相談 

精神疾患を疑う問題行動等に関する相談 

その他、精神相談員が事業の利用の必要性を認めたもの 

３ 実施者は、必要に応じ医療機関への診療情報提供書（様式１）を作成する。 

４ 相談員は、この事業が円滑に行われるよう、実施者の職務を補助する役割

を担う。 

（実施の方法） 

第９条 この事業について利用を希望するもの（以下「利用者」という。）は、

相談員に対して利用の申込みを行うものとする。 

２ 相談員は、利用者が実施者との面接を行う前に、利用者よりその内容を聴

取し、その内容について相談記録用紙（様式２）に記録する。相談員が聴取

する内容については、以下の各号を目安とする。 

(1) 主訴 

(2) 既往歴 

(3) 生活歴 

(4) 経過・相談内容 

３ 相談員は実施者に対し、事前に予約の状況及び事前に聴取した内容につい

て報告する。 

（記録） 

第 10 条 実施者は事業の実施後、その内容について相談記録(様式３)を作成

する。また、相談員は必要に応じ、実施者に代わり記録を行うことができる

ものとする。 

２ 相談記録の保存年限は５年間とし、厳重に管理する。 

（報告） 

第 11 条 相談員は、相談記録が作成された後、速やかに所属長まで報告、回

覧を行う。 

２ 緊急性が高いと判断されるものについては、口頭で速やかに報告を行う。 

（統計調査） 

第 12 条 センターは、この事業の実態について把握するため、相談内容につ

いての統計調査を実施する。 

２ 統計調査の内容については、相談員が心の健康相談統計調査様式（様式 4）

に入力し、各年度の３月、６月、９月、12 月ごとにそれぞれセンターに提

出する。 

３ センターは、各年度ごとに集計を行う。 

（その他） 

第 13 条 センター及び実施者は、事業の実施に当たり、札幌市その他関係機

関及び関係団体と密接な連携を保ち、必要に応じて協議の上、円滑な実施を

図るものとする。 
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附 則 

この要綱は、平成 23 年９月 26 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 
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６ 札 幌 市 退 院 等 の 請 求 に 関 す る 事 務 取 扱 要 領  

平成 12 年４月１日 

保健福祉局長決裁 

（趣旨） 

第１条 精神保健及び精神保健福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号。

以下「法」という。）第 38 条の４の規定に基づく退院等の請求（以下「当該

請求」という。）に関しては、法令等の定めるもののほか、この要領に定め

るところによるものとする。 

（退院等の請求の受付） 

第２条 退院等の請求者は、法第 38 条の４に定める者及びその代理人とする。

ただし、代理人は弁護士とするが、精神科病院に入院中の者が請求する場合

で弁護士を代理人に選任することが困難な場合は、弁護士でない者を代理人

とすることができる。 

２ 当該請求の方法は、書面を原則とする。ただし、精神科病院に入院中の患

者が請求する場合で、当該患者が口頭（電話を含む。）による請求の受理を

求めるときはそれを認めるものとする。 

３ 市長は、当該患者が当該病院に入院していること及び請求を行った者の意

思を確認するものとする。ただし、その確認により請求者の請求の意思が制

限を受けないよう配慮するものとする。また、代理人による請求の場合には、

代理権を有することを証する書面を確認するものとする。なお、請求者が家

族等の場合は、入院に同意した家族等であるか確認することとする。 

（関係者への通知） 

第３条 市長は、速やかに当該請求を受付した旨を請求者、当該患者及び病院

管理者に対し、退院等の請求の受付について（様式１）又は口頭により連絡

するものとする。また、入院に同意した家族等（精神保健福祉法第 33 条第

２項に規定する家族等をいう。以下同じ。）に対しては、当該患者の同意の

もと、当該請求を受付した旨を連絡するものとする。ただし、家族等にあっ

ては直ちに連絡先が判明しない場合は、この限りでない。 

（事前資料の準備） 

第４条 市長は、当該患者に関する資料として、次の各号に掲げる請求受理の

直近１年以内の書類を準備するものとする。 

(1) 法第２７条に基づく措置入院時の診断書 

(2) 法第３３条第７項に基づく届出 

(3) 法第３８条の２に基づく定期の報告 

(4) 法第３８条の４に基づく当該請求に関する資料 

(5) 当該患者の入院する精神科病院に対してなされた実地指導に関する資

料（実地指導結果及び当該患者に関して診断がなされたときは当該診断結

果を示す資料など） 

２ 市長は、法第 20 条の規定による入院（任意入院）が行われる状態にない

との判定、法第 33 条の同意及び同条第７項に基づく届出が適正に行われて
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いるかなど手続的事項については、退院等の請求に関する整理票（様式２）

により、整理するものとする。 

３ 同一人から同一趣旨の請求が多数ある場合や、家族等のうち複数から同一

趣旨の請求がある場合には、審査の円滑な運営ができるよう、事前に充分整

理しておくものとする。 

（審査の依頼） 

第５条 市長は、札幌市精神医療審査会に審査を依頼するときは、札幌市精神

医療審査会長に対し、退院等の請求に関する審査について（依頼）（様式３）

に、前条に規定する資料等を添えて行うものとする。 

２ 処遇改善の請求のうち、当該請求が法第 36 条又は法第 37 条に基づく厚生

労働大臣の定める処遇の基準、その他の患者の人権に直接係る処遇に関する

請求以外の請求である場合には、前条第１項を省略し、直ちに審査依頼する

ことができる。 

（意見陳述の機会等の告知について） 

第６条 市長は、意見聴取を受ける者に対して、委員から依頼がある場合は委

員に代わって、合議体が実際の審査を行うときに、意見陳述の機会のあるこ

とを知らせることとする。また、精神科病院に入院中の患者が当該請求をし

た場合は、当該患者に弁護士による権利擁護を受ける権利のあることを知ら

せることとする。 

（市長の請求者等に対する結果通知） 

第７条 市長は請求者、当該患者、当該請求があったことを通知した家族等及

び病院管理者に対して、速やかに、審査の結果（請求者に対しては理由の趣

旨を付す。）及び、これに基づき採った措置を、結果通知書（様式４－１）

により通知するものとする。ただし、退院、他の入院形態の移行又は、処遇

改善が必要と判断された場合には、病院管理者に対し、退院・処遇改善命令

（様式５）により必要な措置を採ることを命ずるものとする。 

２ 請求者である当該患者から意見陳述の希望があった場合で、面接による意

見聴取により十分意見が把握できており、合議体が意見聴取をする必要がな

いと認めた場合は、結果通知書（様式４－２）により通知するものとする。 

３ 市長は原則として１か月以内に、当該病院管理者が採った措置を確認する

ものとし、当該措置について審査会に報告することとする。 

 （退院等の請求の取り下げ） 

第８条 当該請求の審査中に、請求者から請求を取り下げたいとの申し出が書

面又は口頭により市長になされた場合、又は当該患者が病院から退院した場

合は、市長はこれを札幌市精神医療審査会に報告し、これにより審査は終了

する。ただし、特に審査会が取り下げ前または当該患者の退院前の入院等の

適否の審査を行う必要があると認めた場合はこの限りではない。 

２ 当該請求が市長になされた場合、当該患者の入院形態が他の入院形態に変

更された場合であっても、その請求は入院形態にかかわらず有効とみなして

審査手続きを進めるものとする。また、退院の請求には現在受けている処遇
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の改善の請求を含むものとして取り扱うことができる。 

 （電話相談の取扱） 

第９条 市長は、精神科病院に入院中の患者から電話相談を受けたときは、そ

の内容及び対応を次の回の審査会に、退院等の請求電話相談記録票（様式６）

により報告するものとする。 

（実地指導との連携） 

第 10 条 市長は、実地指導を行った際に入院患者から入院の継続又は処遇に

関して不適切な実態があることを聴取したとき、当該患者に対して審査会へ

の当該請求の手続きをとることを助言するとともに、その場で請求の意志を

明確に述べるものについては口頭による請求として受理するものとする。 

（標準処理期間） 

第 11 条 市長は、請求を受付してから原則として１か月、やむを得ない事情

がある場合においても３か月程度の期間内に請求者等に対し、審査結果及び

理由の要旨を通知するよう努めるものとする。 

附 則 

この要領は、平成 12 年４月１日から運用する。 

   附 則 

この要領は、平成 21 年４月１日一部改正 

   附 則 

この要領は、平成 23 年５月 18 日一部改正 

   附 則 

この要領は、平成 26 年４月４日一部改正 
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７ 札 幌 市 精 神 医 療 審 査 会 運 営 規 則  

 

第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号。

以下「法」という。）第 12 条の規定に基づく札幌市精神医療審査会（以下「審

査会」という。）の運営については、法令等に定めるもののほか、この規則

に定めるところによるものとする。 

 

第２章 合議体 

 （合議体の構成） 

第２条 審査会は３つの合議体を設け、構成する委員を定める。 

２ 審査会の合議体を構成する委員を定めるにあたっては、委員の出席に支障

がある場合に、合議体を構成する予備的な委員を、あらかじめ他の合議体の

委員（合議体を構成しない委員を含む。）のうちから定めておくものとする。 

３ 審査会は、各合議体の状況に応じて、合議体を構成しない委員を合議体で

の審査の前提となる意見聴取や診察を行うための予備委員として置くこと

ができるものとする。予備委員として審査会から推薦を受けた精神保健指定

医は、可能な限り予備委員に就任し、協力するよう努めるものとする。 

４ 審査会に設置すべき合議体の数については、退院等の請求等の審査が迅速

（請求等があってから概ね１ヶ月以内）に行われるよう設置しなければなら

ないこととし、審査件数等に応じて、合議体数の見直しを行うこととする。 

 （合議体の所掌） 

第３条 個別の案件の審査に関しては、原則として単一の合議体により審査を

行うものとする。 

２ 審査を取り扱った合議体において決定された審査結果をもって、審査会の

審査結果とする。 

３ 市長が審査会の審査結果を通知した後、通知を受けた患者等から退院等に

関して同様の内容と判断される請求がなされ、かつ市長が審査会で審査を行

う必要があると判断した場合、当該請求の直近の審査を行った合議体を除い

た単一又は直近の審査を行った合議体を含めた複数の合議体による合同審

査を行うことができる。 

 （定足数） 

第４条 合議体は、精神障がい者の医療に関し学識経験のある者のうちから任

命された委員、精神障がい者の保健又は福祉に関し学識経験を有する者のう

ちから任命された委員及び法律に関し学識経験を有する者のうちから、任命

された委員がそれぞれ１人の出席により議事を開き、議決することができる。 

 （合議体の議長） 

第５条 委員長の出席に支障がある場合は、あらかじめ委員長の指名した順位

による委員が議長をつとめる。 
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 （議決） 

第６条 合議体の議事は出席した委員（合議体の長を含む。）の過半数で決す

る。ただし、可否同数の場合は、次回の会議において引き続き審査を行うか、

又は、他の合議体において審査するかのいずれかの方法によるものとし、合

議体の議長がこれを決するものとする。 

 （関係者の排除） 

第７条 委員が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該審査に係る議事

に加わることができない。 

(1) 委員が、当該審査に係る入院中の者（以下「当該患者」という。）が入

院している精神科病院の管理者（以下「病院管理者」という。）又は当該

精神科病院に勤務（非常勤を含む。）している者であるとき。 

(2) 委員が、当該患者に係る直近の定期の報告に関して診察を行った精神保

健指定医（以下「指定医」という。入院後、定期の報告を行うべき期間が

経過していない場合においては、当該入院に係る診察を行った指定医）で

あるとき。 

(3) 委員が当該患者の代理人、後見人又は保佐人であるとき。 

(4) 委員が、当該患者の配偶者若しくは三親等内の親族又はこれらの者の代

理人であるとき。 

２ 議事に加わることができない委員であるかどうかの確認については、次に

よるものとする。 

(1) 前項第１号及び第２号については、病院管理者又は精神保健指定医であ

る委員について、あらかじめ所属先の（あるいは診察を行っている）精神

科病院の名称を申し出てもらい、確認するものとする。 

(2) 前項第３号及び第４号については、個別の患者の審査ごとに、委員から

の申し出等により確認するものとする。 

３ 委員は、第１項の各号に掲げるもののほか、当該患者と特別の関係がある

場合にはそれを理由に議事に加わらないことができる。 

４ 審査会は、当該審査に当たって関係者である委員の属する合議体での審査

を事前に可能な限り避けることに留意して、当該審査を行う合議体を定める

等の配慮を行うこととする。 

 （審査の非公開） 

第８条 合議体の審査は、非公開とする。ただし、審査結果が報告された後は、

精神障がい者の個人情報以外の情報については公開することを原則とする。 

 

第３章 退院等の請求 

 （審査の所管） 

第９条 審査会長は、依頼のあった退院等の請求の審査を原則として直近に開

催される合議体に行わせるものとする。 

 （合議体が行う審査のための事前手続き） 

第 10 条 審査会は、審査をするに当たって、請求の内容を適切に把握するた
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め法第 38 条の５第３項に基づき、退院等の請求をした者及び当該審査に係

る入院中の者が入院している精神科病院の管理者の意見（代理人を含む。）

を聞かなければならない。ただし、当該請求受理以前６か月以内に意見聴取

を行っている場合及び同一案件について複数の者から請求があった場合等

において、重ねて意見聴取を行う必要が乏しいと認められるときは、この限

りでない。 

２ 意見聴取は、審査を迅速に実施する観点から合議体での審査に先立って行

うものとする。 

３ 意見聴取を行う委員は２名以上、少なくとも１名は精神医療に関して学識

経験を有する委員とする。なお、意見聴取を行う委員については、あらかじ

め定めておくことができる。 

４ 意見聴取は、面接の上、当該請求に関して行うことを原則とする。ただし、

審査会の判断で、書面を提出させることにより意見聴取を行うことができる。

なお、意見聴取した内容について、審査の円滑な運営ができるよう事前に十

分整理しておくこととする。 

５ 合議体は、必要があると認めるときは、第１項に規定する者以外の者であ

っても以下の関係者の意見を聞くことができる。 

(1) 当該患者 

(2) 当該患者の入院に同意した家族等 

６ 面接の際に審査を行う委員は意見聴取を受ける者に対して、合議体が実際

の審査を行うときに、意見陳述の機会のあることを知らせなければならない。

なお、精神科病院に入院中の患者が退院等を請求した場合は、当該患者に弁

護士による権利擁護を受ける権利のあることを知らせなければならない。 

７ 代理人から意見聴取を行う場合には、当該意見聴取に関して代理権を有す

ることを確認するものとする。また、当該患者に代理人がいる場合で、代理

人が当該患者の面接に立ち会うことを申し出たときは、その立ち会いを認め

なければならないものとする。 

８ 意見聴取を行うに当たって、あらかじめ「退院等の請求に関する意見書（様

式１）」を面接による意見聴取を受ける者に送付し、記載を求めておくもの

とする。 

９ 審査会は、意見聴取を受ける者に「退院等の請求に係る意見聴取の実施に

ついて（様式２－１）」を送付するものとする。また、当該患者に対しては

「退院等の請求に係る意見聴取の実施について（様式２－２）」を送付し、

意見陳述の機会があることを知らせる。 

10 審査会は、審査をするに当たって、必要に応じて、請求の対象となった入

院中の患者の同意を得たうえで、指定医である委員により診察を行うことが

できる。 

11 審査会は、審査をするに当たって、必要に応じて、病院管理者その他関係

者に対して調査対象となった入院中の患者の診療録、医療保護入院者退院支

援委員会審議記録その他の帳簿書類の提出を命じることができる。 
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 （合議体の審査時における関係者からの意見聴取等） 

第 11 条 合議体は、審査をするに当たって、必要に応じて次の各号に掲げる

関係者に対して意見を求めることができる。 

(1) 当該患者 

(2) 請求者 

(3) 病院管理者又はその代理人 

(4) 当該患者の主治医等 

(5) 当該患者の入院に同意した家族等 

また、３号及び４号に掲げる者に対しては報告を求めることができる。 

２ 合議体は審査をするに当たって、必要に応じて次の各号に掲げる者に対し

て出頭を命じて審問することができる。 

(1) 病院管理者又はその代理人 

(2) 当該患者の主治医等 

(3) その他の関係者 

３ 請求者、病院管理者若しくはその代理人及び合議体が認めたその他の者は、

合議体の審査の場で意見を陳述することができる。なお、請求者が当該患者

である場合には、第 10 条による意見聴取により十分意見が把握できており、

合議体が意見聴取をする必要がないと認めた場合にはこの限りでないが、当

該患者に弁護士である代理人がおり、当該患者が当該代理人による意見陳述

を求めた場合には、合議体は当該代理人に審査の場で意見を述べる機会を与

えなければならない。 

４ 審査会は、合議体の場で意見を陳述することを認めた者には「退院等の請

求に係る意見陳述の実施について（様式３）」を送付するものとする。 

 （合議体での審査に関するその他の事項） 

第 12 条 合議体は、審査をするに当たって、特に必要と認める場合には市長

に対して、法第 38 条の６に基づく報告徴収等を行うことを要請すること、

及び指定医である合議体委員の同行を求めることができる。また、その結果

については、報告を求めることができる。なお、合議体が当該審査の後の一

定期間経過後の当該患者の状態確認が必要と判断したときも同様とする。 

２ 合議体における資料については、これを開示しないものとする。ただし、

請求者が当該患者であって弁護士である代理人がいる場合に、その代理人が

意見を述べるうえで必要とするときは資料を開示するものとする。 

 （市長への審査結果の通知） 

第 13 条 審査会は、審査終了後速やかに市長に対して、「退院等の請求に関す

る審査結果について（様式４）」により、次に示した内容の結果を通知する

ものとする。 

(1) 退院の請求の場合 

ア 引き続き現在の入院形態での入院が適当と認められること。 

イ 他の入院形態への移行が適当と認められること。 

ウ 合議体が定める期間内に、他の入院形態へ移行することが適当と認め
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られること。 

エ 入院の継続は適当でないこと。 

オ 入院の継続は適当だが、処遇内容が適当でないこと。 

(2) 処遇の改善の請求の場合 

ア 処遇は適当と認めること。 

イ 処遇は適当でないこと、及び合議体が求める処遇を行うべきこと。 

なお、別途、審査会結果について、退院請求の場合は、市長、当該患者が

入院する精神科病院の管理者及び当該患者の治療を担当する指定医に対し、

処遇の改善の請求の場合は、市長に対して参考意見を述べることができる。 

（その他退院等の請求の審査に関して必要な事項） 

第 14 条 退院等の請求の審査中に、請求者から請求の取り下げの申し出が書

面又は口頭により市長になされ、又は当該患者が病院から退院し、市長から

審査会に報告があったときは、これにより審査は終了する。ただし、特に審

査会が取り下げ又は当該患者の退院前の入院等の適否の審査を行う必要が

あると認めた場合はこの限りではない。 

２ 処遇の改善の請求のうち、当該請求が法第 36 条又は第 37 条に基づく厚生

労働大臣の定める処遇の基準その他の患者の人権に直接関わる処遇に関す

る請求以外の請求である場合には、前条までの手続きのうち、第９条、第

10 条及び第 11 条を省略し、直ちに審査を行うことができる。 

３ 退院の請求がなされた場合においても、合議体の審査の結果、当該患者の

処遇、社会復帰への指導方法、その他当該患者への適切な医療の提供のため

に合議体が必要と認める措置がある場合には、その旨を市長に通知するもの

とする。また、必要に応じて当該患者が入院する精神科病院の管理者、当該

患者の治療を担当する指定医、及び当該患者の家族等と協議することができ

る。 

 （電話相談の取扱） 

第 15 条 合議体は、市長から報告を受けた電話相談のうち口頭による退院等

の請求として認めることが適当と判断される事例については、市長に対して

当該電話相談を退院等の請求として受理するよう求めることができる。その

場合、次の合議体の審査において当該請求を審査することとする。 

 

第４章 定期の報告等の審査 

 （合議体での審査等） 

第 16 条 審査会は、当該審査を行う合議体の委員に対して事前に当該審査資

料を送付する等により、検討を依頼することができる。また、必要事項の記

載漏れ等を事前に点検しておくことが望ましい。 

２ 審査会は、審査をするに当たって、必要に応じて、請求の対象となった入

院中の患者の同意を得たうえで、指定医である委員により診察を行うことが

できる。 

３ 審査会は、審査をするに当たって、必要に応じて、病院管理者その他関係
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者に対して調査対象となった入院中の患者の診療録その他の帳簿書類の提

出を命じることができる。 

 （意見の聴取等） 

第 17 条 合議体は、審査をするに当たって、必要に応じて次の各号に掲げる

関係者に対して意見を求めることができる。 

(1) 当該患者 

(2) 病院管理者又は代理人 

(3) 当該患者の主治医等 

２ 合議体は審査をするに当たって、必要に応じて次の各号に掲げる者に対し

て出頭を命じて審問することができる。 

(1) 病院管理者又はその代理人 

(2) 当該患者の主治医等 

(3) その他の関係者 

 （合議体での審査に関するその他の事項） 

第 18 条 入院時の届け出の審査に当たっては直近の合議体で審査を行う等、

迅速かつ適切な処理を行うよう留意するものとする。 

２ 入院時の届出に添付されている入院診療計画書に記載されている推定さ

れている入院期間が、特段の理由なく１年以上の期間とされていないか確認

する。 

３ 定期病状報告書等の審査に当たっては、添付されている医療保護入院者退

院支援委員会審議記録により、医療保護入院者退院支援委員会の審議におい

て特段の理由なく入院の継続が必要と判断されていないか確認する。また、

任意入院者及び医療保護入院者については、特段の理由なく１年以上の入院

が必要であると判断されていないか確認する。 

４ 審査会は、合議体の審査に当たって必要な場合、及び合議体の審査の結果

から必要と認める場合には、市長に対し法第 38 条の６の規定に基づく実地

審査を行うよう要請すること、及びその実地審査について指定医である合議

体委員の同行を求めることができる。また、当該精神科病院に対して市長が

行う実地指導に指定医である合議体委員の同行を求めることができる。 

 （審査結果の市長への通知） 

第 19 条 審査会は、審査終了後速やかに市長に対して、次により結果を通知

するものとする。 

(1) 現在の入院形態での入院が適当と認められる。 

(2) 他の入院形態への移行が適当と認められる。 

(3) 合議体が定める期間内に、他の入院形態へ移行することが適当と認めら

れる。 

(4) 合議体の定める期間経過後に、当該患者の病状、処遇等について報告を

求めることが適当である。 

(5) 入院の継続は適当でない。 

(6) 当該患者の入院中の処遇について適当でない事項が認められるときは
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その処遇内容が適当でない。 

なお、別途、合議体は、審査結果について、市長に対する参考意見、及び

当該患者が入院する精神科病院の管理者又は当該患者の治療を担当する指

定医に対する参考意見を述べることができる。 

 （実地指導との連携） 

第 20 条 審査会は、精神科病院に入院中の患者の人権擁護を確保し、その適

正な医療及び保護を実現するために、退院等の請求及び定期の報告を審査す

る責務を負うものであり、審査会は、その責務を全うするために精神科病院

の実地指導と適切な連携をとるものとする。 

２ 審査会が実地指導に同行を求める指定医である委員は、１精神科病院につ

き３名以内とする。 

 

第５章 補則 

 （資料及び記録の保存） 

第 21 条 審査の資料及び議事録の保存期間は、５年とする。 

 （委任） 

第 22 条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、審査会長が定める。 

附 則 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 12 年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 14 年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 17 年 11 月４日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 26 年４月４日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 
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８ 札 幌 市 精 神 医 療 審 査 会 報 告 書 料 支 払 要 綱  

平成８年３月 12 日 

衛生局長決裁 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律１２３号。以下「法」という。）の規定に基づく精神科病院（精神科病

院以外の病院で精神病床が設けられているものを含む。）の管理者（以下「病

院管理者」という。）が提出する措置入院者の定期病状報告書、医療保護入

院者の定期病状報告書及び医療保護入院者の入院届（以下「報告書等」とい

う。）に係る報告書料の支払いに関し必要な事項を定めるものとする。 

（支払の対象） 

第２条 支払い対象とする報告書等とは、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 法第３８条の２第１項の規定により病院管理者が提出する措置入院者

の定期病状報告書のうち厚生労働省令（以下「省令」という。）で定めら

れた期限内に法で定められた機関が受理したもの。 

(2) 法第３８条の２第２項の規定により病院管理者が提出する医療保護入

院者の定期病状報告書のうち省令で定められた期限内に法で定められた

機関が受理したもの。 

(3) 法第３３条第７項（同条第１項又は第３項の規定による措置に係るもの

に限る。）の規定により病院管理者が提出する医療保護入院者の入院届の

うち法で定められた期限内に法で定められた機関が受理したもの。 

（報告書料） 

第３条 報告書料の支払額は、報告書等１件につき、２，２５０円とする。 

（確定の通知） 

第４条 障がい保健福祉部長は、札幌市精神医療審査会において審査終了した

件数のうち法及び省令で規定されている期間内に受理した件数を四半期ご

とに集計し、各病院管理者に通知するものとする。 

（支払の方法） 

第５条 障がい保健福祉部長は、前条の通知に基づき各病院管理者から提出さ

れた請求書等により、支払を行うものとする。 

（委任） 

第６条 この要綱の施行に関し必要な事項は、障がい保健福祉部長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 
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   附 則 

この要綱は、平成１９年７月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
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９ 札 幌 市 自 立 支 援 医 療 （ 精 神 通 院 医 療 ） 支 給 認 定 等 審 査 判 定 会 開  

催 要 領  

 

第１ 趣旨 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号。

以下「法」という。）第６条第２項第４号の規定に基づき精神保健福祉セ

ンターにて行う札幌市自立支援医療（精神通院医療）支給認定等審査判定

会（以下「審査判定会」という。）の開催及び運営に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

第２ 審査判定会の職務 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 52 条

第１項規定する支給認定（精神障害者に係るものに限る。）及び法第 45 条

第１項の申請に対する決定に関する事務のうち、専門的な知識及び技術を

必要とするもの。すなわち、自立支援医療（精神通院医療）支給認定及び

精神障害者保健福祉手帳交付の申請に関する審査判定事務を行う。 

第３ 会長 

１ 審査判定会に会長１名を置き、札幌市精神保健福祉センターの常勤職員

をあてる。 

２ 会長は、審査判定会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長の出席に支障がある場合は、会長があらかじめ指名した順位による

委員がその職務を代理する。 

第４ 会議 

１ 審査判定会は、会長が招集する。 

２ 会長は、審査判定会の議長となる。 

３ 審査判定会は、構成員の半数以上が出席しなければ、会を開くことがで

きない。 

４ 審査判定会の議事は、出席した審査判定会員の過半数で決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

第５ 予備的審査判定会員 

１ 審査判定会に予備的審査判定会員を置く。 

２ 予備的審査判定会員は、審査判定会員が事故等により、審査判定会の構

成員の半数以上が出席できないときや、その他会長が必要と認めた場合に

審査判定会員の職務を行う。 

第６ 庶務 

事務局を札幌市精神保健福祉センターに置き、審査判定会の庶務を行う。 

第７ その他 

会長及び事務局は、審査判定会の実施に当たり、必要に応じて協議の上、

円滑な実施を図るものとする。 
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10 札 幌 市 精 神 科 救 急 医 療 体 制 整 備 事 業 実 施 要 綱  

平成 16 年 4 月 22 日 

保健福祉局長決裁 

（最近改正 平成 25 年３月 22 日） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、早急な医療を必要とする精神障がい者等のための精神科

救急医療体制を確保し、精神科医療の一層の向上に資するため、北海道にお

いて実施される精神科救急医療体制に係る事業のうち、札幌市市域内等の事

業（以下「精神科救急医療体制」という。）について必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 休日、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第

178 号）に規定する休日並びに 12 月 29 日から同月 31 日までの日及び 1

月 2 日から同月 3 日までの日をいう。 

(2) 夜間 夕方 5 時から翌日午前 9 時までの間をいう。 

(3) 昼間 午前 9 時から夕方 5 時までの間をいう。 

（対象者） 

第３条 精神科救急医療体制は、本市の区域内等において、幻覚妄想状態、せ

ん妄、急性錯乱状態、著しい興奮状態、切迫した自殺企図、薬物による精神

障がい、アルコール性精神障がい（酩酊状態を除く。）その他合併症などの

状態にあるなど、早急に精神科医療を必要とする者（以下「対象者」という。）

を対象とする。 

（精神科救急情報センター） 

第４条 休日･夜間における精神科救急医療体制事業の円滑な運営を図るため、

精神科救急医療に関する電話相談や病院紹介のほか、医療、行政等の関係機

関との連絡調整に当たる窓口として、札幌市精神保健福祉センター所管のも

と、札幌市精神科救急情報センター（以下「情報センター」という。）を設

置し運営するとともに、平日昼間の区保健福祉課業務等と連携を図る。 

２ 情報センターに係る業務について、適切な業務遂行が可能な事業者に委託

することができるものとする。 

３ 第 1 項に定める情報センターの運営は、別に定める運営要領による。 

（精神科救急医療施設） 

第５条 北海道が実施する精神科救急医療体制のうち、札幌市が属する精神科

救急医療圏域（別表１のとおり）において病院群輪番により、休日・夜間に

おける対象者の診療を担う医療機関を精神科救急医療施設（以下「当番病院」

という。）として指定する。 

２ 前項に定める当番病院は、休日・夜間において対象者を受け入れる中心的
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な役割を担う医療施設として位置付けるものとする。 

なお、当番病院等の基本的な事業内容は、北海道が規定する「道央（札幌・

後志）ブロック精神科救急医療体制整備事業実施要綱」の事業内容のとおり

とする。 

３ 当番病院のうち、札幌市市域内で精神科救急入院料又は精神科救急・合併

症入院料を算定する医療機関については、札幌市という大都市圏における 24

時間 365 日の精神科救急医療を支える役割を有する基幹病院として位置づけ

るものとする（別表２のとおり）。 

４ 札幌市市域内で開設する精神科診療所等は、自院通院患者に対して、休

日・夜間における相談・診療や、自院対応困難時の連携医療機関の確保、情

報センターへの適時の情報提供等により、休日・夜間の円滑な救急対応が可

能となる体制を確保できるよう努めるものとする。 

（精神科救急医療の提供） 

第６条 当番病院は、本要綱の規定に基づき情報センターが精神科救急医療を

必要と認めた場合に、対象者を診察し必要な精神科救急医療を提供する。 

２ 情報センターは、対象者にかかりつけの医療機関があることが明らかなと

きは、かかりつけの医療機関による診療及び協力を基本とした対応を行うも

のとする。 

３ 基幹病院は、病院群輪番２体制を支えるほか、対象者について特に札幌市

が緊急に診療を必要と判断した者については、最大限の協力を行うものとす

る。 

４ 札幌市が属する道央（札幌・後志１）及び道央（札幌・後志２）にて確保

される空床については、積極的にこれを活用するとともに、輪番２体制化に

伴い、対象者に対する必要な医療と保護が最大限図られるよう運用する。 

（医療機関の連携） 

第７条 当番病院は、救急医療を終えた対象者の医療の継続について、必要に

応じてかかりつけ医療機関などと連携して対応する等、常に適切な精神科救

急医療が提供できるよう努めるものとする。 

（搬送） 

第８条 この精神科救急医療体制により、精神科救急医療を受けようとする対

象者を当番病院まで搬送する必要があるときは、消防機関・警察機関等の協

力が得られる場合を除き、対象者の保護者や家族等により搬送することを基

本とする。 

２ 救急医療を終えた対象者をかかりつけ医療機関やその他の医療機関等に

搬送しようとする場合は、対象者の保護者や家族等のほか、関係する医療機

関がこれを行うことができるものとする。 

（連絡調整会議） 

第９条 精神科医療体制の円滑な運営を図るため、北海道が規定する精神科救

急医療体制道央（札幌・後志）ブロック調整会議及び作業部会等において、

意見の調整を図るものとする。 
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（その他） 

第 10 条 情報センター及び当番病院は、本精神科救急医療体制が精神科救急

医療について当番病院以外の医療機関が行う自主的な取組みを妨げるもの

でないことに留意しなければならない。 

２ この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、障がい保健福祉部

長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 16 年 6 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

別表１ 精神科救急医療圏域 

ブロック名 各ブロックに属する市町村 

道央（札幌・後志１） 

（札幌南・千歳 後 志

圏） 

札幌圏 
札幌市（中央区、豊平区、清田区、南区、

西区）、千歳市、恵庭市、北広島市 

後志圏 全 20 市町村 

道央（札幌・後志２） 

（札幌北・江別圏） 
札幌圏 

札幌市（北区、東区、白石区、厚別区、手

稲区）、江別市、石狩市、当別町、新篠津

村 

別表２ 基幹病院 

ブロック名 基幹病院名 

道央（札幌・後志１） 

（札幌南・千歳後志
圏） 

市立札幌病院（中央区） 

さっぽろ香雪病院（清田区） 

ときわ病院（南区） 

道央（札幌・後志２） 

（札幌北・江別圏） 

札幌トロイカ病院（白石区） 

大谷地病院（厚別区） 
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11 精 神 科 救 急 情 報 セ ン タ ー 業 務 運 営 要 領  

平成 16 年４月 22 日 

保健福祉局理事決裁 

（最近改正 平成 25 年４月１日） 

 

（目的） 

第１条 この要領は、札幌市精神科救急医療体制整備事業実施要綱（以下「要綱」

という。）に基づき設置する精神科救急情報センター（以下「情報センター」と

いう。）の運営について必要な事項を定める。 

（業務及び相談員） 

第２条 情報センターは、次に掲げる業務を行う。 

(1) 精神科救急医療に係る電話相談の対応 

(2) 精神科救急医療を提供する医療機関の紹介及び調整 

(3) 医療機関、関係機関等との連絡調整 

(4) 空床情報等の活用による調整 

(5) その他、情報センターに関連する業務 

２ 前項各号に掲げる業務遂行のため、情報センターに、精神保健福祉士、看護師

等の資格を有する相談員を置く。 

（運営時間） 

第３条 情報センターの運営時間は、休日 24 時間及び平日夜間とする。 

２ 前項における休日は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23

年法律第 178 号）に規定する休日並びに 12 月 29 日から同月 31 日までの日及び

1 月 2 日から同月 3 日までの日をいう。 

３ 第 1 項における平日夜間は、前項で規定する休日以外の午後 5 時から翌日午前

9 時までの間をいう。 

（業務に係る留意事項） 

第４条 情報センターは、次の各号に掲げる事項に留意し、業務を行う。 

(1) 精神科救急医療に関する本人又は家族等（以下「相談者」という。）からの

相談について応じる。ただし、緊急を要しないと判断される相談内容について

は、医療機関の業務時間内に相談するよう助言し、診療以外の相談については、

内容に応じて、平日昼間の業務時間内における居住区の区保健福祉部に配置さ

れている精神保健福祉相談員や精神保健福祉センター等による相談等を助言

する。 

(2) 相談の結果、早急に精神科医療が必要と認められたときは、当該日の当番病

院を相談者に紹介すると共に当番病院に対し、対象者の状況を的確に説明した

上で診察を要請する。ただし、対象者にかかりつけの医療機関がある場合は、

相談者又は必要に応じて情報センターが当該医療機関と調整するなどして、か

かりつけ医療機関による対応を優先させる。 

(3) 精神疾患以外の疾病で緊急の治療が必要な場合は、夜間急病センター等と連

携し、他の診療科における診療を優先させる。 
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(4) 相談の内容から、自傷他害の恐れがあると考えられた場合は、警察に通報す

るよう相談者に助言することとし、更に、対象者を既に保護している警察から

の精神保健及び精神障がい者福祉に関する法律に定める第 24 条通報であって、

措置入院又は緊急措置入院の診察が必要と考えられる場合は、当番病院にその

旨を連絡し指定医の診察を依頼する。後に当番病院に診察結果を確認し、措置

入院又は緊急措置入院が必要な場合は、対象者の居住地等に応じて札幌市内の

場合は障がい福祉課精神保健・医療福祉係、市外の場合には該当する保健所等

の行政職員に連絡をとるなど適切な対応をするものとする。ただし、当番病院

の診察を経ずとも明らかに著しい自傷他害の恐れや当該行為が認められると

きは、あらかじめ障がい福祉課又は所管の保健所等へ一報を入れる。 

(5) 北海道が定める精神科救急に係る連携圏域である道央（札幌・後志）ブロッ

クを構成する「札幌・後志１」圏域と「札幌・後志２」圏域の両圏域において

病院輪番群を設けるため、原則当該圏域内で完結するよう運用を行う。ただし、

確保される空床を最大限有効活用し、入院を要する対象者の積極的受け入れを

図るため、適切に両圏域の当番病院や基幹病院に振り分けるものとする。 

(6) 対象者の状況にかかわらず、相談者から精神科医療の提供を求められた場合

においても、原則として、要綱第 3 条に規定する対象者に該当するかどうかの

判断を的確に行ったうえ、前号までの規定に従い、適切な対応を行う。 

(7) 相談にあたっては、必要に応じて、行政機関や消防機関、警察等関係機関と

の連絡や連携を緊密に行うものとする。 

２ 精神科医療を必要とする者の医療機関までの搬送は、原則本人又は保護者等の

責任において行う必要があることを説明する。 

３ 第 1 項の規定による業務を行ったときは、以下の項目について記録し、各日ご

とに処理する。 

(1) 相談対象者の住所、氏名、年齢、性別 

(2) 相談者の氏名、続柄、連絡先 

(3) 相談内容 

(4) 相談対象者の精神科治療歴、身体状況 

(5) 相談対応内容 

(6) 相談結果 

(7) その他必要な事項 

（関係機関との連携） 

第５条 情報センターは、その業務を円滑に進めるために、日常から当番病院、区

保健福祉部、精神保健福祉センター、消防機関及び警察署等の関係機関と情報交

換を行う等緊密な連携を図るものとする。 

（記録） 

第６条 情報センターは、その業務に関する記録を 1 年間保管しなければならない。 

附 則 

この要領は、平成 16 年 6 月 1 日から施行する。 
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附 則 

この要領は、平成 21 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 22 年 6 月 21 日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 
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12 札 幌 市 自 殺 総 合 対 策 推 進 会 議 設 置 要 綱  

（平成 21 年７月 10 日 市長決裁） 

 

（ 設 置 ）  

第 １ 条  札 幌 市 に お け る 自 殺 総 合 対 策 に つ い て 、 様 々 な 分 野 の 組 織

等 が 密 接 に 連 携 し 、包 括 的 な 取 組 や 行 動 を す る こ と を 目 的 と し て 、

札 幌 市 自 殺 総 合 対 策 推 進 会 議 (以 下 「 推 進 会 議 」 と い う 。 )を 設 置

す る 。  

(所 掌 事 務 )  

第 ２ 条  推 進 会 議 は 、 前 条 の 目 的 を 達 成 す る た め に 、 次 の 事 項 を 審

議 し 、 又 は 推 進 す る 。  

(1) 自 殺 総 合 対 策 の 方 針 の 決 定 及 び 推 進 に 関 す る こ と 。  

(2) 自 殺 総 合 対 策 に お い て 必 要 な 関 係 部 局 間 相 互 の 調 整 に 関 す る

こ と 。  

(3) 自 殺 総 合 対 策 に お け る 進 捗 状 況 の 把 握 に 関 す る こ と 。  

(4) 前 ３ 号 に 定 め る も の の ほ か 、前 条 の 目 的 を 達 成 す る た め に 必 要

な 事 項 。  

(構 成 )  

第 ３ 条  推 進 会 議 に 委 員 長 及 び 委 員 を 置 く 。  

２  委 員 長 は 、 保 健 福 祉 局 を 所 管 す る 副 市 長 と す る 。  

３  委 員 は 、 別 表 １ に 掲 げ る 職 に あ る 者 、 そ の 他 委 員 長 が 必 要 と 認

め る 者 を も っ て 充 て る 。  

(委 員 長 等 の 職 務 ) 

第 ４ 条  委 員 長 は 、推 進 会 議 を 代 表 し 、推 進 会 議 の 事 務 を 総 括 す る 。  

２  委 員 長 に 事 故 が あ る と き 、 又 は 委 員 長 が 欠 け た と き は 、 あ ら か

じ め 委 員 長 が 指 名 す る 委 員 が そ の 職 務 を 代 理 す る 。  

(幹 事 会 )  

第 ５ 条  推 進 会 議 の 審 議 に 付 す べ き 事 項 、 そ の 他 推 進 会 議 の 所 掌 事

務 に つ い て 必 要 な 調 整 を 行 う た め 、 幹 事 会 を 置 く 。  

２  幹 事 会 は 、 幹 事 長 及 び 幹 事 を も っ て 構 成 す る 。  

３  幹 事 長 は 、 保 健 福 祉 局 精 神 保 健 担 当 部 長 を も っ て 充 て る 。  

４  幹 事 は 別 表 ２ に 掲 げ る 職 に あ る 者 を も っ て 充 て る 。 た だ し 、 幹

事 長 は 、 必 要 に 応 じ て 関 係 す る 職 に あ る 者 を 幹 事 に 追 加 し 、 又 は

関 係 す る 職 に あ る 者 に 幹 事 会 へ の 出 席 を 求 め る こ と が で き る 。  

（ ワ ー キ ン グ グ ル ー プ ）  

第 ６ 条  幹 事 会 は 、 第 ２ 条 各 号 に 規 定 す る 事 項 の う ち 実 務 的 な 事 項

を 調 査 研 究 し 、又 は 協 議 さ せ る た め 、ワ ー キ ン グ グ ル ー プ を 置 く 。  

２  ワ ー キ ン グ グ ル ー プ は 、 必 要 に 応 じ て 、 関 係 す る 職 に あ る 者 に

ワ ー キ ン グ グ ル ー プ へ の 出 席 を 求 め る こ と が で き る 。  

(会 議 )  

第 ７ 条  推 進 会 議 は 、 必 要 の 都 度 委 員 長 が 招 集 す る 。  
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２  委 員 長 は 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 会 議 に 関 係 す る 職 に あ

る 者 の 出 席 を 求 め 、 説 明 又 は 意 見 を 聴 く こ と が で き る 。  

３  幹 事 会 は 、 幹 事 長 が 招 集 す る 。  

４  ワ ー キ ン グ グ ル ー プ は 、 幹 事 長 が 指 名 し た グ ル ー プ リ ー ダ ー が

招 集 す る 。  

(庶 務 )  

第 ８ 条  推 進 会 議 の 庶 務 は 、 保 健 福 祉 局 障 が い 保 健 福 祉 部 精 神 保 健

福 祉 セ ン タ ー に お い て 処 理 す る 。  

(委 任 )  

第 ９ 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 推 進 会 議 の 運 営 そ の 他 必 要

な 事 項 は 、 委 員 長 が 定 め る 。  

附  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 2 1 年 ７ 月 10 日 か ら 施 行 す る 。  

２  札 幌 市 自 殺 予 防 対 策 庁 内 連 絡 会 議 運 営 要 綱 （ 平 成 2 0 年 ８ 月 26

日 保 健 福 祉 局 長 決 裁 ） は 、 廃 止 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平成 22 年４月１日か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平成 22 年８月５日か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平成 23 年８月８日か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平成 24 年８月８日か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平成 25 年５月 28 日か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平成 26 年５月 26 日か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平成 27 年 12 月７日か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平成 28 年７月 20 日か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平成 29 年７月 26 日か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平成 30 年８月 22 日か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 令和元年７月 12 日か ら 施 行 す る 。  
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別 表 １ （ 第 ３ 条 関 係 ）  

委員 総務局長 

市長室長 

まちづくり政策局長 

財政局長 

市民文化局長 

保健福祉局長 

高齢福祉担当局長 

保健福祉局医務監 

子ども未来局長 

経済観光局長 

建設局長 

都市局長 

交通事業管理者 

病院事業管理者 

消防局長 

区長（委員長が指名する者に限る） 

教育長 

別 表 ２ （ 第 ５ 条 関 係 ）  

幹事 総）改革推進室長 

広報部長 

職員部長 

政）政策企画部長 

財）財政部長 

税政部長 

市）市民自治推進室長 

市民生活部長 

男女共同参画室長 

保）総務部長 

保護自立支援担当部長 

高齢保健福祉部長 

地域包括ケア推進担当部長 

障がい保健福祉部長 

保険医療部長 

健康企画担当部長 

成人保健・歯科保健担当部長 

医療政策担当部長 

子）子ども育成部長 

子育て支援部長 

児童相談所長 

経）雇用推進部長 

建）みどりの管理担当部長 

都）住宅担当部長 

交）高速電車部長 

病）市立札幌病院精神科副部長 
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市立札幌病院救命救急センター部長 

消）救急担当部長 

区市民部長（幹事長が指名する者に限る） 

区保健福祉部長（幹事長が指名する者に限る） 

教）学校教育部長 

児童生徒担当部長 
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13 札 幌 市 自 殺 総 合 対 策 連 絡 会 議 設 置 要 綱  

令和元年 10 月 28 日 

保健福祉局長決裁 

 

（ 目 的 ）  

第 １ 条  自 殺 対 策 に 取 り 組 む 関 係 機 関 及 び 関 係 団 体 等 が 相 互 に 連

携 ・ 協 力 し 、 本 市 に お け る 自 殺 対 策 を 総 合 的 か つ 効 果 的 に 推 進 す る

こ と を 目 的 と し て 、札 幌 市 自 殺 総 合 対 策 連 絡 会 議（ 以 下「 連 絡 会 議 」

と い う 。 ） を 設 置 す る 。  

（ 協 議 事 項 ）  

第 ２ 条  連 絡 会 議 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 項 に つ い て 、 意 見 交 換 及

び 連 絡 調 整 等 を 行 う 。  

(1) 札 幌 市 自 殺 総 合 対 策 行 動 計 画 の 推 進 に 関 す る こ と 。  

(2) そ の 他 自 殺 対 策 の 推 進 に 必 要 な 事 項 に 関 す る こ と 。  

（ 組 織 ）  

第 ３ 条  連 絡 会 議 は 、 別 表 に 掲 げ る 機 関 等 で 構 成 す る 。  

（ 会 長 ）  

第 ４ 条  連 絡 会 議 に 会 長 を 置 く 。  

２  会 長 は 、 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー 所 長 と す る 。  

３  会 長 は 、 連 絡 会 議 を 代 表 し 、 会 務 を 総 括 す る 。  

４  会 長 に 事 故 が あ る と き は 、 予 め 会 長 が 指 名 す る 者 に そ の 職 務 を

代 理 さ せ る 。  

 （ ア ド バ イ ザ ー ）  

第 ５ 条  会 長 は 、 自 殺 対 策 に 係 る 専 門 的 な 見 地 か ら 意 見 ・ 助 言 等 を

求 め る た め 、 学 識 経 験 者 の 中 か ら ア ド バ イ ザ ー を 選 任 す る こ と が で

き る 。  

（ 会 議 ）  

第 ６ 条  連 絡 会 議 は 、 会 長 が 招 集 し 、 会 長 が 議 事 進 行 を 行 う 。  

（ 意 見 の 聴 取 ）  

第 ７ 条  連 絡 会 議 は 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 関 係 者 の 出 席 を

認 め る こ と が で き る 。  

（ 部 会 ）  

第 ８ 条  連 絡 会 議 は 、 第 ２ 条 各 号 に 規 定 す る 事 項 の う ち 、 よ り 専 門

的 な 見 地 で か つ 集 中 的 な 検 討 を 要 す る も の に つ い て 、 必 要 に 応 じ て

部 会 を 設 置 す る こ と が で き る 。  

２  部 会 の 構 成 機 関 は 、 連 絡 会 議 に お け る 意 見 を 参 考 に 会 長 が 定 め

る 。  

３  部 会 に 部 会 長 を 置 く 。  

４  部 会 長 は 、 会 長 が 指 名 す る 。  

５  部 会 長 は 、 部 会 の 会 務 を 統 括 す る 。  
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６  部 会 は 、 会 長 が 招 集 し 、 部 会 長 が 議 事 進 行 を 行 う 。  

（ 庶 務 ）  

第 ９ 条  連 絡 会 議 の 庶 務 は 、 保 健 福 祉 局 障 が い 保 健 福 祉 部 精 神 保 健

福 祉 セ ン タ ー に お い て 行 う 。  

（ 委 任 ）  

第 1 0 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 連 絡 会 議 に 必 要 な 事 項 は 、

会 長 が 定 め る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 令 和 元 年 1 0 月 28 日 か ら 施 行 す る 。  

別 表  

構 成 機 関 区 分  機 関 名  

保 健 ・ 医 療 ・

福 祉 関 係 機 関  

一 般 社 団 法 人 札 幌 市 医 師 会  

札 幌 市 精 神 科 医 会  

一 般 社 団 法 人 北 海 道 精 神 神 経 科 診 療 所 協 会  

市 立 札 幌 病 院  

公 益 社 団 法 人 北 海 道 看 護 協 会  

北 海 道 臨 床 心 理 士 会  

一 般 社 団 法 人 北 海 道 精 神 保 健 福 祉 士 協 会  

一 般 社 団 法 人 札 幌 薬 剤 師 会  

社 会 福 祉 法 人 札 幌 市 社 会 福 祉 協 議 会  

公 益 財 団 法 人 北 海 道 精 神 保 健 推 進 協 会  

特 定 非 営 利 活 動 法 人 さ っ さ れ ん  

大 学 ・ 研 究 機

関  

国 立 大 学 法 人 北 海 道 大 学 病 院  

公 立 大 学 法 人 札 幌 市 立 大 学  

教 育 関 係 機 関  公 益 社 団 法 人 全 国 大 学 保 健 管 理 協 会 北 海 道 地 方 部 会  

札 幌 市 教 育 委 員 会  

警 察 ・ 消 防 機

関  

北 海 道 警 察 本 部  

札 幌 市 消 防 局  

経 営 ・ 労 働 関

係 機 関  

一 般 社 団 法 人 日 本 産 業 カ ウ ン セ ラ ー 協 会 北 海 道 支 部  

厚 生 労 働 省 北 海 道 労 働 局  

法 律 関 係 機 関  札 幌 弁 護 士 会  

札 幌 司 法 書 士 会  

日 本 司 法 支 援 セ ン タ ー 札 幌 地 方 事 務 所  

活 動 団 体  社 会 福 祉 法 人 北 海 道 い の ち の 電 話  

公 益 社 団 法 人 北 海 道 家 庭 生 活 総 合 カ ウ ン セ リ ン グ セ

ン タ ー  

自 死 遺 族 の 思 い を 語 る 集 い 「 癒 し の 会 」  

分 か ち あ い の 会 ・ ネ モ フ ィ ラ  

社 会 福 祉 法 人 青 十 字 サ マ リ ヤ 会  
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特 定 非 営 利 活 動 法 人 札 幌 連 合 断 酒 会  

特 定 非 営 利 活 動 法 人 札 幌 市 精 神 障 害 者 家 族 連 合 会  
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（ 参 考 ） 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー 運 営 要 領 に つ い て  

 

平 成 ８ 年 １ 月 １ ９ 日  

健 医 発 第 ５ ７ 号  

各 都 道 府 県 知 事 、 各 指 定 都 市 市 長 あ て 厚 生 省 保 健 医 療 局 長 通 知  

最 終 改 正  平 成 ２ ５ 年 ４ 月 ２ ６ 日  

 

精 神 保 健 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 (平 成 ７ 年 法 律 第 ９ ４ 号 )に よ り 、

精 神 保 健 法 が 「 精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る 法 律 」 に 改 め

ら れ 、 精 神 障 害 者 の 福 祉 が 法 体 系 上 に 位 置 付 け ら れ 、 精 神 保 健 セ ン

タ ー は 「 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー 」 に 改 め ら れ た と こ ろ で あ る 。  

精 神 保 健 セ ン タ ー の 運 営 に つ い て は 、 こ れ ま で 、 「 精 神 保 健 セ ン

タ ー 運 営 要 領 」(昭 和 ４ ４ 年 ３ 月 ２ ４ 日 衛 発 第 １ ９ ４ 号 公 衆 衛 生 局 長

通 知 )に よ り 行 わ れ て き た が 、今 般 の 法 律 改 正 を 踏 ま え て 、こ れ を 廃

止 し 、 別 紙 の と お り の 「 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー 運 営 要 領 」 を 定 め た

の で 通 知 す る 。  

な お 、 貴 管 下 市 町 村 及 び 関 係 機 関 に 対 す る 周 知 に つ い て ご 配 意 願

い た い 。  
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別 紙  

精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー 運 営 要 領  

 

精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー (以 下 「 セ ン タ ー 」 と い う 。 )は 、 精 神 保 健

及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る 法 律 （ 以 下 ｢法 ｣と い う 。 ） 第 ６ 条 に 規

定 さ れ て い る と お り 、 精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 の 福 祉 に 関 す る 知 識

の 普 及 を 図 り 、 調 査 研 究 を 行 い 、 並 び に 相 談 及 び 指 導 の う ち 複 雑 困

難 な も の を 行 う と と も に 、 精 神 医 療 審 査 会 の 事 務 並 び に 障 害 者 の 日

常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す る た め の 法 律 （ 平 成 １ ７ 年 法

律 第 １ ２ ３ 号 。 以 下 「 障 害 者 総 合 支 援 法 」 と い う 。 ） 第 ５ ３ 条 第 １

項 及 び 第 ４ ５ 条 第 １ 項 の 申 請 に 関 す る 事 務 の う ち 専 門 的 な 知 識 及 び

技 術 を 必 要 と す る も の を 行 う 施 設 で あ っ て 、 次 に よ り 都 道 府 県 （ 指

定 都 市 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） に お け る 精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 の 福

祉 に 関 す る 総 合 的 技 術 セ ン タ ー と し て 、 地 域 精 神 保 健 福 祉 活 動 推 進

の 中 核 と な る 機 能 を 備 え な け れ ば な ら な い 。  

１  セ ン タ ー の 目 標  

セ ン タ ー の 目 標 は 、 地 域 住 民 の 精 神 的 健 康 の 保 持 増 進 、 精 神 障

害 の 予 防 、 適 切 な 精 神 医 療 の 推 進 か ら 、 社 会 復 帰 の 促 進 、 自 立 と

社 会 経 済 活 動 へ の 参 加 の 促 進 の た め の 援 助 に 至 る ま で 、 広 範 囲 に

わ た っ て い る 。  

こ の 目 標 を 達 成 す る た め に は 、 保 健 所 及 び 市 町 村 が 行 う 精 神 保

健 福 祉 業 務 が 効 果 的 に 展 開 さ れ る よ う 、 積 極 的 に 技 術 指 導 及 び 技

術 援 助 を 行 う ほ か 、 そ の 他 の 医 療 、 福 祉 、 労 働 、 教 育 、 産 業 等 の

精 神 保 健 福 祉 関 係 諸 機 関 (以 下 「 関 係 諸 機 関 」 と い う 。 )と 緊 密 に

連 携 を 図 る こ と が 必 要 で あ る 。  

２  セ ン タ ー の 組 織  

セ ン タ ー の 組 織 は 、 原 則 と し て 総 務 部 門 、 地 域 精 神 保 健 福 祉 部

門 、 教 育 研 修 部 門 、 調 査 研 究 部 門 、 精 神 保 健 福 祉 相 談 部 門 、 精 神

医 療 審 査 会 事 務 部 門 及 び 自 立 支 援 医 療 （ 精 神 通 院 医 療 ） ・ 精 神 障

害 者 保 健 福 祉 手 帳 判 定 部 門 等 を も っ て 構 成 す る 。  

職 員 の 構 成 に つ い て は 、 所 長 の ほ か 、 次 の 職 員 を 擁 す る こ と と

す る が 、 業 務 に 支 障 が な い と き は 、 職 務 の 共 通 す る も の に つ い て

他 の 相 談 機 関 等 と 兼 務 す る こ と も 差 し 支 え な い こ と 。  

な お 、 こ こ で 示 す 職 員 の 構 成 は 、 標 準 的 な 考 え 方 を 示 す も の で

あ る 。  

医 師 (精 神 科 の 診 療 に 十 分 な 経 験 を 有 す る 者 で あ る こ と 。 )  

精 神 保 健 福 祉 士  

臨 床 心 理 技 術 者  

保 健 師  

看 護 師  
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作 業 療 法 士  

そ の 他 セ ン タ ー の 業 務 を 行 う た め に 必 要 な 職 員  

ま た 、 そ の 職 員 の う ち に 精 神 保 健 福 祉 相 談 員 の 職 を 置 く よ う 努

め る と と も に 、 所 長 に は 、 精 神 保 健 福 祉 に 造 詣 の 深 い 医 師 を 充 て

る こ と が 望 ま し い こ と 。  

３  セ ン タ ー の 業 務  

セ ン タ ー の 業 務 は 、 企 画 立 案 、 技 術 指 導 及 び 技 術 援 助 、 人 材 育

成 、 普 及 啓 発 、 調 査 研 究 、 資 料 の 収 集 、 分 析 及 び 提 供 、 精 神 保 健

福 祉 相 談 、 組 織 の 育 成 、 精 神 医 療 審 査 会 の 審 査 に 関 す る 事 務 並 び

に 自 立 支 援 医 療 （ 精 神 通 院 医 療 ） 及 び 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 の

判 定 な ど に 大 別 さ れ る が 、 そ れ ら は 極 め て 密 接 な 関 係 に あ り 、 こ

れ ら の 業 務 の 総 合 的 な 推 進 に よ っ て 地 域 精 神 保 健 福 祉 活 動 の 実 践

が 行 わ れ な け れ ば な ら な い 。  

(1) 企 画 立 案  

地 域 精 神 保 健 福 祉 を 推 進 す る た め 、 都 道 府 県 の 精 神 保 健 福 祉

主 管 部 局 及 び 関 係 諸 機 関 に 対 し 、 専 門 的 立 場 か ら 、 社 会 復 帰 の

推 進 方 策 や 、 地 域 に お け る 精 神 保 健 福 祉 施 策 の 計 画 的 推 進 に 関

す る 事 項 等 を 含 め 、 精 神 保 健 福 祉 に 関 す る 提 案 、 意 見 具 申 等 を

す る 。  

(2) 技 術 指 導 及 び 技 術 援 助  

地 域 精 神 保 健 福 祉 活 動 を 推 進 す る た め 、 保 健 所 、 市 町 村 及 び

関 係 諸 機 関 に 対 し 、 専 門 的 立 場 か ら 、 積 極 的 な 技 術 指 導 及 び 技

術 援 助 を 行 う 。  

(3) 人 材 育 成  

保 健 所 、 市 町 村 、 福 祉 事 務 所 、 障 害 者 総 合 支 援 法 に 規 定 す る

障 害 福 祉 サ ー ビ ス を 行 う 事 業 所 等 そ の 他 の 関 係 機 関 等 で 精 神 保

健 福 祉 業 務 に 従 事 す る 職 員 等 に 、 専 門 的 研 修 等 の 教 育 研 修 を 行

い 、 技 術 的 水 準 の 向 上 を 図 る 。  

(4) 普 及 啓 発  

都 道 府 県 規 模 で 一 般 住 民 に 対 し 精 神 保 健 福 祉 の 知 識 、 精 神 障

害 に つ い て の 正 し い 知 識 、 精 神 障 害 者 の 権 利 擁 護 等 に つ い て 普

及 啓 発 を 行 う と と も に 、 保 健 所 及 び 市 町 村 が 行 う 普 及 啓 発 活 動

に 対 し て 専 門 的 立 場 か ら 協 力 、 指 導 及 び 援 助 を 行 う 。  

(5) 調 査 研 究  

地 域 精 神 保 健 福 祉 活 動 の 推 進 並 び に 精 神 障 害 者 の 社 会 復 帰 の

促 進 及 び 自 立 と 社 会 経 済 活 動 へ の 参 加 の 促 進 等 に つ い て の 調 査

研 究 を す る と と も に 、 必 要 な 統 計 及 び 資 料 を 収 集 整 備 し 、 都 道

府 県 、 保 健 所 、 市 町 村 等 が 行 う 精 神 保 健 福 祉 活 動 が 効 果 的 に 展

開 で き る よ う 資 料 を 提 供 す る 。  
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(6) 精 神 保 健 福 祉 相 談  

セ ン タ ー は 、 精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る 相 談 及 び

指 導 の う ち 、 複 雑 又 は 困 難 な も の を 行 う 。 心 の 健 康 相 談 か ら 、

精 神 医 療 に 係 る 相 談 、 社 会 復 帰 相 談 を は じ め 、 ア ル コ ー ル 、 薬

物 、 思 春 期 、 認 知 症 等 の 特 定 相 談 を 含 め 、 精 神 保 健 福 祉 全 般 の

相 談 を 実 施 す る 。 セ ン タ ー は 、 こ れ ら の 事 例 に つ い て の 相 談 指

導 を 行 う た め に は 、 総 合 的 技 術 セ ン タ ー と し て の 立 場 か ら 適 切

な 対 応 を 行 う と と も に 、 必 要 に 応 じ て 関 係 諸 機 関 の 協 力 を 求 め

る も の と す る 。  

(7) 組 織 育 成  

地 域 精 神 保 健 福 祉 の 向 上 を 図 る た め に は 、 地 域 住 民 に よ る 組

織 的 活 動 が 必 要 で あ る 。 こ の た め 、 セ ン タ ー は 、 家 族 会 、 患 者

会 、 社 会 復 帰 事 業 団 体 な ど 都 道 府 県 単 位 の 組 織 の 育 成 に 努 め る

と と も に 、 保 健 所 、 市 町 村 並 び に 地 区 単 位 で の 組 織 の 活 動 に 協

力 す る 。  

(8) 精 神 医 療 審 査 会 の 審 査 に 関 す る 事 務  

精 神 医 療 審 査 会 の 開 催 事 務 及 び 審 査 遂 行 上 必 要 な 調 査 そ の 他

当 該 審 査 会 の 審 査 に 関 す る 事 務 を 行 う も の と す る 。  

ま た 、法 第 ３ ８ 条 の ４ の 規 定 に よ る 請 求 等 の 受 付 に つ い て も 、

精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー に お い て 行 う な ど 審 査 の 客 観 性 、 独 立 性

を 確 保 で き る 体 制 を 整 え る も の と す る 。  

(9) 自 立 支 援 医 療 （ 精 神 通 院 医 療 ） 及 び 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳  

の 判 定  

セ ン タ ー は 、 法 第 ４ ５ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 精 神 障 害 者 保 健

福 祉 手 帳 の 申 請 に 対 す る 判 定 業 務 及 び 障 害 者 総 合 支 援 法 第 ５ ２

条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 自 立 支 援 医 療 （ 精 神 通 院 医 療 ） の 支 給 認

定 を 行 う も の と す る 。  

４  そ の 他  

(1) セ ン タ ー は 、 診 療 機 能 や 、 デ イ ケ ア 、 障 害 者 総 合 支 援 法 に 規

定 す る 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 の リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 機 能 を も つ こ

と が 望 ま し い 。 診 療 機 能 及 び リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 機 能 を も つ に

際 し て は 、 精 神 医 療 審 査 会 事 務 並 び に 自 立 支 援 医 療 （ 精 神 通 院

医 療 ） 費 公 費 負 担 及 び 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 の 判 定 を 行 う こ

と か ら 、 そ の 判 定 等 が 公 正 に 行 わ れ る よ う 、 透 明 性 及 び 公 平 性

の 確 保 に 配 慮 す る 必 要 が あ る 。  

(2) 心 神 喪 失 等 の 状 態 で 重 大 な 他 害 行 為 を 行 っ た 者 の 医 療 及 び 観

察 等 に 関 す る 法 律 (平 成 １ ５ 年 法 律 第 １ １ ０ 号 )に よ る 地 域 社 会

に お け る 処 遇 に つ い て は 、 保 護 観 察 所 長 が 定 め る 処 遇 の 実 施 計

画 に 基 づ き 、 地 域 精 神 保 健 福 祉 業 務 の 一 環 と し て 実 施 さ れ る も

の で あ り 、 セ ン タ ー に お い て も 保 護 観 察 所 等 関 係 機 関 相 互 の 連

携 に よ り 必 要 な 対 応 を 行 う こ と が 求 め ら れ る 。  

(3) そ の 他 、 セ ン タ ー は 、 地 域 の 実 情 に 応 じ 、 精 神 保 健 福 祉 の 分

野 に お け る 技 術 的 中 枢 と し て 、 必 要 な 業 務 を 行 う 。  
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